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兵庫県で町丁目までの住所が特定できる合計 5,291 名のデータベースを作成した。 
 第 2 章では，関東地震の住家全潰率から震度分布を推定し，それが将来の南関東地震の地震動
を説明し得るかどうかを次の 2 点から検討した。ひとつ目は気象庁震度の時代的連続性の問題で
ある。震度Ⅶが追加された 1949 年当時に比較すると，現在の新築住家の耐震性能は格段に向上
















上でも震度 6 強以上の強い揺れが生じている。断層面から離れると震度は一般に 5 弱以下と低め
になるが，埼玉県東部から東京湾に連なる中川低地，荒川低地，東京低地などの震度は総じて高






 第 3 章では，地震による人的危険度の評価を行った。まず関東地震の住家全潰率や焼失率と死
者発生率の関係から人的被害要因の影響度を求め，その結果に基づいて被害要因別死者数を推定
した。住家全潰による死者発生率は 1891 年濃尾地震や 1948 年福井地震と同程度であり，全潰住
家世帯の約 60 人に 1 人の割合で死者が発生した。一方，火災規模に応じて死者は指数関数的に
増加し，焼失率が 80%を超えるような火災地域の死者数は火災がない場合の 20～30 倍と推定さ
れた。火災による死者は死者数全体の 9 割近くを占める 91,781 名であり，関東地震による巨大
な人的被害を決定づけた第一の要因が東京市や横浜市の大規模火災であったことに間違いはな
い。しかしながらその一方で，住家全潰による死者数も全体の 1 割を超え，11,086 名にのぼる。
この数はすでに 1891 年濃尾地震や 1995 年兵庫県南部地震を凌ぐ大きさである。また津波や土砂











や室内什器の多さ，さらに戸建住宅の大半が 2 階建であり，1 階からの避難を難しくさせている
といった居住環境の変化が兵庫県南部地震の死亡率を押し上げた可能性がある。 
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将来の南関東地震に予想される震度分布が 1923 年関東地震の再現となる可能性は高い。 



















期に分けている。第 1 期は地震後の約 10 年である。本論文でも随所で引用することになる震災
予防調査会報告第 100 号がこの時期に出版され，また多くの被害調査報告書や震災誌が刊行され
た。次の第 2 期はプレートテクトニクスと地震の関係が理論建てられた 1970 年代に重なり，関
東地震が相模トラフから沈み込むフィリピン海プレートの動きと関連づけられた。最後の第 3
期は，関東地震の強震動を地震工学に結びつけようとする 1990 年代以降である。この時期の特
徴は，第 2 期で得られた地震学的な知見に基づき，第 1 期にまとめられたデータの見直しや解釈
を通じて強震動の研究を行うことにある［武村（1998a）］。本論文もまたこうした第 3 期の研究
を目指したものと位置づけられる。 













 関東地震の発生から 1 ヶ月足らずの 1923 年 9 月末から陸軍陸地測量部による水準測量が始ま
り［大村（1925）］，再検測も行われながら 1927 年 3 月まで続いた［Military Land Survey（1930）］。








































がある。Imamura（1924）は，本郷の今村式 2 倍変位計の初動記録から初期位相を N29°E と読
み取り，大森式微動計（倍率 120 倍）など他の地震計からも N24°E，N27°E，N22°E などこ
6 
の値と整合する方位が得られたので，これらの平均をとって N26°E を初動の方向とみなした。
















 時代を下って 1970 年代に入ると震源のメカニズムや地震波の伝播に関する理論的研究が進み，
関東地震に対してもデータの見直しが行われた。Kanamori and Miyamura（1970）は関東地震に
よる理論走時を求め，それと国内外の約 100 点で記録された P 波到達時刻の残差が最小となる
震源位置として，北緯 35.4°，東経 139.2°，深さ 10km 以下と推定した。この震央位置は小田
原の北側で，現在の秦野市の中心付近に相当する。Matsu’ura et al.（1980）は，同様の方法とデ
ータを用いてこれとほとんど等しい結果（北緯 35.41°，東経 139.22°，深さ 0～10.2km）を得





 これに対し浜田（1987）は，Kanamori and Miyamura（1970）の問題点として，彼らが用いた
遠地観測点の記録が震源深さの評価に誤差を与える可能性が高い点と S 波の走時を利用しなか
った点をあげ，震央距離 200km 以内にある近地観測点の P 波発震時，S 波発震時および S－P 時
間を用いた震源の再決定を行った。浜田（1987）が評価した震央位置は北緯 35°20.8’（35.347°），












離 100km 位置の震度で定義されるマグニチュード Mkを提案した。さらに Mkと Richter マグニチ
ュードとの経験式（ kMM 5.085.4  ）を与えている。関東地震の Mkは 6.0 と示されており，
この経験式に従えば M=7.85 と求められるため関東地震の M=7.9 と一致する。Mk=6.0 の根拠は明

















 Kanamori（1971）は国内外の観測点における P 波初動の押し引き分布から発震機構を求め，
その解と余震分布から震源断層を推定した。その断層は面積 130×70km2 の形状を有し，走向
N70°W および傾斜角 34°NE で陸のプレートの下に潜り込んでいる。また断層すべりの方向は
162°であり，右横ずれが卓越した逆断層の変位と考えられている。次に，海外 6 地点の観測記
録に見られる周期 80 秒程度の表面波のスペクトル振幅と理論解との比較から，地震モーメント





トラフの向きに合わせて N45°W とし，面積 130×65 km2，傾斜角 45°NE の断層が逆断層成分
3m，右横ずれ成分 6m のすべりを生じたと推定された。Ando（1971）が評価したすべり量ベク










ルの地震モーメントは M0=9.4×1027dyne･cm となる。Kanamori and Anderson（1975）は様々な地
震の震源パラメータからスケーリング則を調べているが，関東地震の地震モーメントについては
先の Kanamori（1971）の結果とこの Ando（1974）の結果を平均した値を用いている。 







上端深さ 2km，走向 N66°W，傾斜角 25°NE となっている。また，すべり角 140°で 4.8m の
すべりが生じ，剛性率 3.4×1011dyne/cm2として地震モーメントをM0=8.4×1027dyne･cmと求めた。
この地震モーメントは Kanamori（1971）による M0=7.6×1027dyne･cm とほぼ等しく，すべり量
の差は Kanamori（1971）が仮定した断層面積が過大評価であるためと推定している。さらに，




が，それぞれ 7.4m と 4.7m のすべり量を有するものである。三浦半島～房総半島下の断層では
右横ずれ成分と逆断層成分がほぼ等しいすべり角を示しているが，震源付近の断層は横ずれ成分
が卓越する。また Matsu'ura and Iwasaki（1983）は，9 つの震源パラメータと水準測量基準点（東
京）の上下変位量および固定三角点 5 点の水平移動量を未知数とし，それらに対して初期値と推
定誤差範囲の先験情報を与えることで解を拘束するインバージョン法を適用した。その結果から








近の直下の 2 箇所に，それぞれ約 11m と約 9m の最大すべり量を有する大きな断層すべり領域，
すなわちアスペリティ領域が求められている。前者は横ずれ成分が卓越するが，後者は逆断層成
分が多い結果となっており，すべり方向の傾向は Matsu'ura et al.（1980）の 2 面断層モデルと調






た上で，周期 13 秒付近の記録は実地震動を捉えたものと判断している。さらに Wald and 
Somerville（1995）は，地殻変動データと遠地実体波を同時にインバージョンすることですべり
分布を求めた。その際，巨視的な断層モデルは断層の長さ，幅，走向を Kanamori（1971）と一
致させ，また上端深さと傾斜角を Matsu'ura et al.（1980）に整合させている。前者は地震波の初
動極性や余震分布，遠地の表面波振幅が説明できること，後者はアスペリティ領域が地殻変動デ
ータから得られた断層モデルに含まれることが考慮されている。インバージョンの結果，アスペ



























これら 2 観測点と岐阜の記録を再現した。一方，Sato et al.（1998b）は，Wald and Somerville（1995）
および Takeo and Kanamori（1992）に基づく断層モデルによって岐阜測候所の記録［武村・他
（1994）］と仙台向山観象所の記録［武村・他（1995）］および東京本郷での今村式強震計の復元
記録［横田・他（1989）］とユーイング式地震計の復元記録［森岡（1976），Morioka（1980）］に
対して差分法によるシミュレーション解析を行った。その際の地盤モデルは Sato et al.（1998a）
が 1990 年小田原地震（M=5.1）の記録から評価した一次元構造である。それによれば，本郷で
の今村式強震計の記録は Wald and Somerville（1995）の断層モデルで説明できるものの，岐阜と
仙台の記録に関してはいずれも振幅が過小評価となっている。さらに Sato et al.（1999）は，深
部地盤の 3次元不整形構造を考慮した関東地方の差分モデルを作成し，このモデルによって 1990
年小田原地震の記録や関東地震の本郷の記録に見られる後続位相を再現している。 
 ごく最近になって，小林・纐纈（2004）および Kobayashi and Koketsu（2005）は Wald and Somerville
（1995）が用いた地殻変動データと遠地実体波データに加え，日本国内の地震記録も同時にイン
































































































































 序論に続く本論では，図 3-1 に示すように次の 3 つの章に分けて検討を進める。 
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7.2 と発表されたが，2001 年 4 月に気象庁によって 7.3 に訂正された。戦後最悪となる被害規模
を記録し，気象庁震度Ⅶが 1949 年の制定後初めて適用された。被害は震源近くの淡路島よりむ




 本章 1.3 節では，1995 年兵庫県南部地震の被害資料を整理し，前の 1.2 節と同様に住家被害お
よび死者数に関するデータベースを作成する。被害データベースの集計単位は町丁目とする。ま
た，この集計単位に関して 1923 年関東地震当時の市区町村と 1995 年兵庫県南部地震当時の町丁
目に含まれる住家棟数や人口の比較を行い，データベースの母数について検討する。 
 続く 1.4 節には本章の内容をまとめ，また 1.5 節には本章の参考文献を記す。 
 本章で作成される 1923 年関東地震および 1995 年兵庫県南部地震の被害データベースは，続く



























 震災予防調査会は，明治 24 年（1891 年）10 月 28 日の濃尾地震を契機とし，貴族院議員菊地
大麓の発議に基づく設置の建議案が同年 12 月 17 日に貴族院から総理大臣に提出され，建議から








ゆるお雇い外国人教官を中心として初期の地震学会が明治 13 年（1880 年）に設立され，地震計
の開発と地震観測，人工地震の実験，地震波速度，さらには地震に伴う電磁気的現象や地殻変動
などが研究されていた［宇佐美・浜松（1967）］。この地震学会は明治 25 年（1892 年）に解散と
なるが，Ewing や Milne に代表される著名な在留外国人研究者によって始められた地震学は，地
震学会の解散と同時に設立された震災予防調査会によってさらに発展することになる。 
24 







































 震災予防調査会の研究活動を記録した震災予防調査会報告は，明治 26 年（1893 年）11 月に第
1 号が出版され，昭和 2 年（1927 年）3 月の第 101 号を最終号としている。それらのうち 6 編に
分冊された第 100 号は，1923 年関東地震の特集号であり，全編を通じて関東地震の実像を余す
ところなく現在に伝えている。大正末期に出版された報告書であるが，単に歴史的資料としての
価値があるばかりではない。全 6 編を通して今もなお地震学の宝庫であり，他に類を見ない学術
的情報を与え続けている。なお震災予防調査会は，最終号の発刊に先立つ大正 14 年（1925 年）








号（甲）に報告されている。この第 100 号はすでに述べたとおり 1923 年関東地震の特集であり，














大規模な人員整理（大正 13 年）や所轄する農商務省の農林省と商工省への分割（大正 14 年）を
あげ，こうした行政改革の中で第三以下の調査結果が見捨てられた可能性が高く，その損失は計
り知れないと述べている。 
 震災予防調査会報告第 100 号（甲）の最初には「関東大地震に関する本会の調査事業概要」と
して地震直後から翌年 10 月 11 日に至る震災予防調査会の活動が記録されている。そのうち 9
26 














































































る。大正 9 年国勢調査によれば，箱根町+元箱根村+芦ノ湯村の合計世帯数は 188 世帯，眞鶴村+































































































の区別なく日下部村に 1 であり，さらに内務省叙説データでは全焼世帯数，半焼世帯数ともに 0
である。これらから久良岐郡の焼失住家棟数は 0 と考えられため，表 1.2.1-2 では○と表した。 
 鎌倉郡には 2 つの表，橘樹郡には被害戸数と住家・非住家および構造種別に分けた被害棟数の

























































録であった。なお，11 月 29 日の事務局官制の改正によって，臨時震災救護事務局の業務は実質
的に内務省社会局長のもとで遂行されることになった。さらに，事務局本部は組織の縮小ととも







 内務省叙説データが収集される以前の大正 12 年 10 月，同年 11 月および大正 13 年 3 月にも，
















































救護会（1933）］。この訓令は大正 12 年 10 月 30 日付で郡市役所および町村役場に向けて出され
たもので，調査の手続きを以下のように細かく定めている。 




③ 市町村長は，大正 12 年 11 月 13 日までに調査員に震災調査準備表（調査区内の全世帯に
ついて罹災者，非罹災者および避難者に区分し，その人員を記入する）を提出させ，各世
帯に配布する世帯票および個人票を交付する 
④ 調査員は，大正 12 年 11 月 14 日までに震災調査準備表に基づいて各世帯に世帯票および
個人票を交付し，同月 15 日午前 8 時を期して一斉に収集に着手する 






査要計表を大正 12 年 11 月 24 日までに世帯票，個人票および準備表とともに提出する 
⑧ 郡長は町村長から提出された町村要計表を検査した上で郡要計表を作成し，大正 12 年 11
月 30 日までに知事に提出する 
 これらの調査の流れを図 1.2.1-1 に表す。大矢根（1991）によれば，東京府，神奈川県と若干
の県を除いて，調査結果は提出期限である大正 12 年 12 月 10 日（震災府県以外の県）および同
月 20 日（震災府県）までに臨時震災救護事務局に提出された。神奈川県からは大正 12 年 12 月
31 日から翌年 2 月 25 日の間に 5 回に分け，また東京府からは大正 13 年 1 月 10 日から同年 3 月
6 日の間に 8 回に分けて調査票が到着した［内務省社会局（1924）］。こうして集められた調査票
は内閣統計局庁舎に設置された臨時震災救護事務局分室において集計整理され，大正 13 年 6 月
に報告書が発行された［大矢根（1991）］。全国規模の調査の開始から 8 ヶ月足らずという短期間
で報告書が刊行されており，その迅速さに驚く他はない。 







































表 1.2.1-1(1) 松澤データの概要 
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表 1.2.1-1(2) 松澤データの概要（続き） 
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表 1.2.1-2(1) 内務省データの概要 
39 
 





































































































 1923 年関東地震当時の東京市は図 1.2.2-1 に示すように 15 区に分かれ，現在の地図に照らし
合わせると，おおよそ山手線の内側の文京区，千代田区，港区，新宿区東部と，その東側の台東
区，中央区，墨田区南西部，江東区西部に相当する。図には面積や人口について，大正 9 年の東
京市 15 区［内閣統計局（1929）］と平成 12 年の東京都 23 区［東京都統計部］との比較を併記し
た。東京市 15 区の面積は約 80 km2であり現 23 区の約 1/8 にあたるが，人口は約 220 万人と現
在の 1/4 程度にしか少なくない。人口密度に換算すると 1km2あたり約 2 万 7 千人となる。つま














































 建物全潰棟数について見ると，全潰 1 万棟以上のデータと 3 千棟以下のデータに分類できるこ
とがわかる。松澤および北澤データは焼失・非焼失区域に分けた集計がなされており，それらに








るものの，ほぼ 22 万棟，30 万世帯となっている。なお，データによって全焼数あるいは焼失数
と表示が異なっているが，半焼数は高々数百と少なく，全焼と焼失を同じ意味で用いても大きな
誤差はない。以下ではまとめて焼失と表す。 
 表 1.2.2-1 には各資料の全潰数，半潰数および焼失数の東京市総計について示したが，それら
の各区ごとの値を表 1.2.2-2 に一覧する。また各区の全潰数と焼失数の資料間の比較をそれぞれ
44 







































まり影響しない。東京市全体の建物棟数は，全建物で 356,975 棟，木造建物で 324,969 棟を数え，
普通世帯数 452,404 との比をとると 1 棟につきほぼ 1.3 世帯という図(a)の実線のような関係にあ
る。住宅に限れば 305,190 棟，また木造住宅は 292,176 棟であるため普通世帯数との関係は 1 棟
につき両者とも約 1.5 世帯となり，住宅および木造住宅と世帯数の平均的関係は図(b)の実線のよ
うになる。 




ことによる。また図 1.2.2-8 の焼失棟数は竹内データであり，全建物の値を示している。建物 1
棟につき約 1.3 世帯または木造住宅 1 棟につき約 1.5 世帯という東京市における棟数と世帯数の
関係が全潰あるいは焼失した建物にも成り立つとすれば，図 1.2.2-6 の平均的な傾向を満足する





















理由が理解できる。なお本調査は地震から 7 年後の調査結果であるが，同図(c)に示す大正 11 年
46 
の調査結果［東京府社会課（1923）］もほぼ同様の傾向にある。大正 11 年と昭和 5 年の住居形態
の変化は，間に関東地震をはさむものの結果的に少なかったものと判断される。ただし，大正
11 年の住宅調査は東京市内で 765 世帯とわずかな数の調査であるため，以下の検討には用いな
い。東京市各区について，住宅・社宅・店舗向住宅の戸建て数別世帯数を表 1.2.2-4 に一覧する。 
 大正 9 年の普通世帯数［内閣統計局（1929）］に上記の戸建て数別世帯数の割合を乗じること
によってk戸建て住宅に居住する世帯数Fkを求め，さらに同居世帯数Lkと空家戸数Vkを考慮し，
各区ごとの戸建て数別住宅棟数 Nkを次式のように推定した。 
 kVLFN kkkk /)(   (1.2.2-1) 









結果を表 1.2.2-6 に示す。普通世帯数に対して 7～18%の同居世帯数，4～10%の空家戸数が見積
もられている。なお四戸建以上は平均的に六戸建（k=6）とみなしたが，k=10 としても住宅棟数
推定値の変動は 2%に満たず，結果への影響は少ない。 
 以上のように普通世帯数から推定した各区の住宅棟数を，大正 11 年の住宅棟数統計値［東京
市役所（1924）］と比較して図 1.2.2-10 に示す。区ごとに多少のばらつきはあるものの推定値は
実際の住宅棟数と概ね対応し，住居の形態を考慮すれば世帯数から住宅棟数を推定できることが









































例えば龍泉寺町の共同長屋は木造 2 階建てであり，3 畳 1 間の 27 戸建てと 3 畳または 4.5 畳の
34 戸建ての 2 棟であった。また当時の不良住宅の調査［東京市社会局（1921）］を見ると，こう
いった 3 畳 1 間の棟割長屋あるいは一戸あたり 3 坪程度の普通長屋は，深川区 4,818 世帯，本所
区 2,681 世帯，浅草区 2,443 世帯，小石川区 1,871 世帯，京橋区 1,150 世帯，下谷区 1,094 世帯，








世帯）は普通世帯数（452,404 世帯）の 66.5%にあたる。図 1.2.2-12(b)の焼失棟数に関する検討
から，戸建住宅あるいは集合住宅とも戸建て数 kに関わらず同じ比率で焼失したと考えられるた
め，式(1.2.2-1)に用いた k戸建て住宅の普通世帯数 Fkのそれぞれ 33.5%が焼失を免れた普通世帯




























  (1.2.2-2) 
ここで Fkは表 1.2.2-6 に与えられているので，Fk*および Nk*は以下のように計算できる。 
 
 k 1 2 3 6 
 Fk 217,900 123,564 40,123 71,059 
 Fk* 72,997 41,394 13,441 23,805 
 Nk* 72,997 20,697 4,480 3,968 
 
 この値を代入して式(1.2.2-2)を解くと，一戸建～三戸建住宅の全潰率は YA =1.0%となる。松澤













































れ 5 強，6 弱，6 強の下限とした時の気象庁震度階の分布を示す。図では強，弱を＋，－と記号
で表した。全潰率と震度の関係は武村・諸井（2001c）に従っている。1923 年関東地震による東





























表 1.2.2-1 東京市に関する関東地震の被害統計（東京市総計） 
 
出　典 調査主体 被害数単位 全　潰 半　潰 全焼・焼失 備考














建物棟数 1591 1612 219012 建物階数別
緒　方 東京市 建物棟数 218994
東京市役所




*) 〃 同上うち住宅 2231 2351 184103 同上、半焼49
警視庁








世帯数 4222 6336 300924 半焼239
緒　方 警視庁 戸数 286411 半焼171
中　村 警視庁消防部 戸数 316087
東京市役所 東京市 戸数 3886 4230 366262
全半潰後焼失は焼失
に含む、半焼46




表 1.2.2-2 東京市に関する関東地震の被害統計（各区別） 
(a) 全潰数 
竹内 内務省 東京市役所 東京府
非焼失 焼失 計 非焼失 焼失 計 非焼失 焼失 計
麹町区 36 373 409 27 207 234 33 107 140 42 337 66 27
神田区 2 1246 1248 1 1239 1240 2 1258 1260 3 19 15 2
日本橋区 0 82 82 0 60 60 0 87 87 0 0 0 0
京橋区 0 86 86 0 76 76 0 88 88 0 0 0 0
芝区 112 303 415 93 291 384 108 289 397 127 398 992 0
麻布区 352 0 352 335 0 335 322 0 322 333 721 509 269
赤坂区 188 172 360 181 171 352 175 175 350 178 323 269 529
四谷区 46 3 49 42 1 43 55 3 58 71 124 67 252
牛込区 248 0 248 236 0 236 202 0 202 217 515 354 78
小石川区 142 2 144 128 1 129 142 2 144 163 462 275 387
本郷区 137 12 149 119 9 128 141 12 153 147 357 475 377
下谷区 98 636 734 82 616 698 123 982 1105 124 340 288 128
浅草区 31 2186 2217 29 2102 2131 30 2332 2362 30 133 4 211
本所区 197 4229 4426 185 4065 4250 154 4263 4417 154 493 572 18
深川区 0 2064 2064 0 1896 1896 0 1970 1970 2 0 0 572









竹内 緒方 内務省 緒方 中村 東京市役所 東京府
麹町区 10454 10485 6484 5793 5733 7547 5793
神田区 21625 21602 27601 24644 46709 44759 24644
日本橋区 26579 26269 21616 20088 26020 26122 20088
京橋区 25861 25905 29290 26730 28298 50321 26730
芝区 13703 13704 16769 14864 15658 16414 14864
麻布区 15 15 185 15 9 13 15
赤坂区 1446 1469 1863 1597 2272 2322 1597
四谷区 320 302 642 438 877 936 438
牛込区 1 7 0 0 4 0 0
小石川区 464 468 1201 849 956 730 849
本郷区 5227 5360 7106 6443 5893 5840 6443
下谷区 17473 17485 33451 32050 33595 32254 32050
浅草区 34419 34428 59192 56145 52883 78847 56145
本所区 33770 33765 54781 54089 55300 59032 54089
深川区 27655 27820 40743 42604 41880 41125 42654








































































図 1.2.2-2 被害統計による東京市各区の全潰数の比較 
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図 1.2.2-6 建物棟数と普通世帯数の関係 
 
















































 (a) 全用途建物  (b) 住宅 
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 （家屋種類別の世帯数構成） （戸建て数別の世帯数構成） 














(b) 大正 11 年調査（戸建て数別の世帯数構成） 
 
 
図 1.2.2-9 東京市の住宅調査［東京市社会局（1931），東京府社会課（1923）］ 
60 
表 1.2.2-4 昭和 5 年の戸建て数別の世帯数［東京市社会局（1931）］ 
麹町区 神田区 日本橋区 京橋区 芝区 麻布区 赤坂区 四谷区 牛込区
小石
川区 本郷区 下谷区 浅草区 本所区 深川区
東京市
合計
住宅 885 1340 647 2260 3955 2658 1583 2263 3931 5241 3437 3627 3729 4958 4627 45141
社宅 27 43 30 43 82 32 31 16 30 16 21 14 10 58 161 614
店舗向 446 2277 1457 1828 2522 1202 713 947 1863 2266 2077 3887 4570 4778 2572 33405
計 1358 3660 2134 4131 6559 3892 2327 3226 5824 7523 5535 7528 8309 9794 7360 79160
住宅 533 429 286 485 1509 1059 884 978 1911 1863 1646 1051 813 1081 967 15495
社宅 21 27 26 28 47 24 24 14 18 12 15 12 3 15 69 355
店舗向 221 803 706 676 795 298 241 320 523 512 616 907 1049 1181 694 9542
計 775 1259 1018 1189 2351 1381 1149 1312 2452 2387 2277 1970 1865 2277 1730 25392
住宅 235 490 236 736 1274 761 447 647 1191 1441 1059 1096 1369 1784 1459 14225
社宅 3 6 2 7 19 2 5 1 9 3 5 0 5 19 21 107
店舗向 124 792 454 635 825 413 248 333 691 790 791 1266 1647 1790 900 11699
計 362 1288 692 1378 2118 1176 700 981 1891 2234 1855 2362 3021 3593 2380 26031
住宅 46 168 54 217 403 197 70 170 265 391 223 541 613 689 573 4620
社宅 0 1 0 2 2 2 0 0 1 0 0 1 1 8 5 23
店舗向 39 299 147 190 298 104 83 98 239 254 221 646 722 661 289 4290
計 85 468 201 409 703 303 153 268 505 645 444 1188 1336 1358 867 8933
住宅 71 200 63 719 670 513 142 362 529 1543 504 839 835 1395 1354 9739
社宅 3 5 2 3 11 0 1 0 2 1 1 1 1 16 64 111
店舗向 62 302 134 271 564 314 123 169 397 710 445 973 1058 1141 573 7236
計 136 507 199 993 1245 827 266 531 928 2254 950 1813 1894 2552 1991 17086
住宅 0 53 8 103 99 128 40 106 35 3 5 100 99 9 274 1062
社宅 0 4 0 3 3 4 1 1 0 0 0 0 0 0 2 18
店舗向 0 81 16 56 40 73 18 27 13 0 4 95 94 5 116 638
計 0 138 24 162 142 205 59 134 48 3 9 195 193 14 392 1718
住宅 442 666 498 784 1119 519 472 442 855 917 984 1087 1351 1791 1516 13443
店舗向 453 1843 1590 1357 1517 416 341 348 553 583 834 1757 2760 3062 2128 19542
計 895 2509 2088 2141 2636 935 813 790 1408 1500 1818 2844 4111 4853 3644 32985
住宅 398 553 443 657 950 447 406 377 740 812 873 880 1095 1398 1209 11238
店舗向 391 1573 1359 1134 1201 309 254 264 417 430 691 1421 2286 2483 1656 15869
計 789 2126 1802 1791 2151 756 660 641 1157 1242 1564 2301 3381 3881 2865 27107
住宅 26 71 36 67 97 49 40 41 86 76 82 130 185 294 266 1546
店舗向 47 172 176 150 162 63 55 56 96 102 104 227 304 437 377 2528
計 73 243 212 217 259 112 95 97 182 178 186 357 489 731 643 4074
住宅 10 13 5 15 20 9 5 8 11 16 18 32 27 55 16 260
店舗向 9 28 36 16 44 8 9 11 25 22 22 41 80 86 48 485
計 19 41 41 31 64 17 14 19 36 38 40 73 107 141 64 745
住宅 8 7 6 12 13 4 6 7 18 11 10 16 22 42 18 200
店舗向 6 5 7 11 23 15 5 4 15 26 16 27 31 56 17 264
計 14 12 13 23 36 19 11 11 33 37 26 43 53 98 35 464
住宅 0 22 8 33 39 10 15 9 0 2 1 29 22 2 7 199
店舗向 0 65 12 46 87 21 18 13 0 3 1 41 59 0 30 396
計 0 87 20 79 126 31 33 22 0 5 2 70 81 2 37 595
2253 6169 4222 6272 9195 4827 3140 4016 7232 9023 7353 10372 12420 14647 11004 112145
1564 3385 2820 2980 4502 2137 1809 1953 3609 3629 3841 4271 5246 6158 4595 52499
435 1531 904 1595 2377 1288 795 1078 2073 2412 2041 2719 3510 4324 3023 30105
104 509 242 440 767 320 167 287 541 683 484 1261 1443 1499 931 9678
150 519 212 1016 1281 846 277 542 961 2291 976 1856 1947 2650 2026 17550
0 225 44 241 268 236 92 156 48 8 11 265 274 16 429 2313
2253 5944 4178 6031 8927 4591 3048 3860 7184 9015 7342 10107 12146 14631 10575 109832
69.4 56.9 67.5 49.4 50.4 46.5 59.4 50.6 50.2 40.3 52.3 42.3 43.2 42.1 43.5 47.8
19.3 25.8 21.6 26.4 26.6 28.1 26.1 27.9 28.9 26.8 27.8 26.9 28.9 29.6 28.6 27.4
4.6 8.6 5.8 7.3 8.6 7.0 5.5 7.4 7.5 7.6 6.6 12.5 11.9 10.2 8.8 8.8

































































図 1.2.2-10 普通世帯数から推定した住宅棟数と実数との対応 
図 1.2.2-11 戸建て数別住宅棟数の推定値 




















住宅棟数（推定値）   













































































































麹町区 12183 27 207 234 30 79 109 4618 4332 7508 1.92 37.91
神田区 16335 1 1239 1240 4 610 614 15355 13506 975 7.59 94.00
日本橋区 18109 0 60 60 0 241 241 18109 17808 0 0.33 100.00
京橋区 19539 0 76 76 0 51 51 16804 16677 2735 0.39 86.00
芝　区 25379 93 291 384 111 207 318 11227 10729 13948 1.51 44.24
麻布区 13722 335 0 335 149 0 149 114 114 13124 2.44 0.83
赤坂区 11198 181 171 352 114 122 236 1253 960 9650 3.14 11.19
四谷区 9708 42 1 43 56 0 56 407 406 9203 0.44 4.19
牛込区 18075 236 0 236 378 0 378 0 0 17461 1.31 0.00
小石川区 22218 128 1 129 84 0 84 659 658 21347 0.58 2.97
本郷区 17813 119 9 128 180 11 191 4703 4683 12811 0.72 26.40
下谷区 28777 82 616 698 72 639 711 19606 18351 9017 2.43 68.13
浅草区 30463 29 2102 2131 60 1978 2038 29244 25164 1130 7.00 96.00
本所区 27337 185 4065 4250 15 4389 4404 25970 17516 1167 15.55 95.00
深川区 21320 0 1896 1896 0 1542 1542 18122 14684 3198 8.89 85.00


























































































































































図 1.2.2-14 東京市各区の木造住宅被害数分布 
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赤坂区 中 中 赤坂区史 「被害は本区に於いても下町方面に多く，青山方面には火災の発生を見ず震災の程度も極めて軽少であった。」
麻布区 中 小 麻布区史 「火災の損害の尠少なるに比較して，震災による家屋の倒壊は比較的多数に上ったが，這は麻布の地が久しく火災の厄を免れて，古家が多かったが故であらう。」









麹町区 小 中 千代田区史 「（前略）以上の火災によって，さきの番町，麹町付近の飛び地状の被災地のほかに，飯田橋から内幸町を結ぶ線以東の区内の東半部一帯がことごとく焼失した。」





小石川区 小 小 小石川区史 「（前略）本区は諏訪町附近の焼失区域及び江戸川沿岸，千川谷の倒壊区域以外は，大震災の為めには直接の大被害を蒙らなかったわけである。」





(a) 木造住家全潰率 Yおよび全潰率から評価した気象庁震度階 I 
 
(b) 木造住家焼失率 YB 
 












































ベースを作成する。これらの作成方針をフロー図にして図 1.2.3-1 に示す。 
 
















④ 以上のように採用したデータの全潰数あるいは半潰数が 0 となるにも関わらず，もう一方




も，他方のデータが焼失 4 および流失 2 の場合には焼失 5 および流失 2 に値を変更する。 
⑤ 戸数単位のデータを採用せざるを得ない場合は，図 1.2.3-2 に示す戸数全潰率 Ysと住家棟
数全潰率 Ybの関係（ sb YY log1.1log  ）を用いて棟数単位のデータに変換する。変換の順
序は，全潰戸数→戸数全潰率→住家棟数全潰率→住家全潰棟数となる。半潰についても同











様の評価を行う。具体的には，ある市町村の住家棟数を Nb，全潰棟数を Hb，焼失棟数を Bb
とすると，Hbは非焼失の値と考えられるため，非焼失区域の全潰率は )/( bbb BNHY  と
なる。焼失区域の全潰率も Y と仮定したことから，全潰後に焼失した住家棟数 BbH は
YBH b
B






















数の関係を検討した。図 1.2.3-3 の(a)は，戸数全潰率 Ysと住家棟数全潰率 Ybの関係を示す。全潰
率の分母は 1 世帯 1 住家と見なせることから，大正 9 年国勢調査による普通世帯数を両方の全潰
率に共通して用いた。直線は全潰率 100%で両者が一致するように回帰した Ysと Ybの関係であ
り，次式が求められた。 
 sb YY log1.1log   (1.2.3-1) 
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 sb MM log1.1log   (1.2.3-2) 












 先の方針に沿って作成した住家被害の広域データベースを付表 1 に示す。また，データベース
に対応する関東地震当時の市区町村の所在地を付図 1 に示す。付表 1 の住家被害データベースの
概要をまとめると以下のとおりである。 
 






大正 12 年 9 月 15 日および 16 日の豪雨によるものと思われるが，大正震災志［内務省社会
局（1926a）］にはこの豪雨による煤ヶ谷村と玉川村の被害について「田畑の埋没せられた
るものがあった。されど人畜家屋の被害軽微であった。」との説明があり，必ずしも一致し
ない。このため流失 20 戸は除外した。 
3） 次は戸数欄であり，東京市と横浜市を除き大正 9 年の国勢調査［内務省統計局（1924a～
1929）］による普通世帯数を記した。先に述べたとおり，都市部以外の居住形態は 1 世帯 1
住家と考えられるため，この普通世帯数は住家棟数に等しいと見なすことができる。 
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岡村の 4 村の合併による大正 10 年以降の村名であり，大正 9 年の国勢調査にはそれ以前の 4 村
の人口や世帯数が記録されている。ちなみに多西村は東秋留村，西秋留村とともに昭和 30 年に
秋多町となり，その後の昭和 47 年に秋川市，さらに平成 7 年に五日市町と合併して現在のあき
る野市に至っている。また組合村の例としては，東京府北多摩郡の中神村組合がある。同郡の郷
地村，福島村，築地村，中神村，宮沢村，大神村，上川原村，田中村（作目村を含む）の 8 村は，
明治 22 年の市制・町村制施行により拝島村を加えた 9 村で組合村となっていた。松澤データや
内務省データにある中神村組合は，明治 35 年に拝島村が分離し，残りの 8 村によって構成され
















 次に，方針③に従い，松澤データの住家被害棟数を採用して全潰 1,455 棟，半潰 153 棟，焼失
55 棟をそれぞれ住家全潰棟数と住家半潰棟数の非焼失欄ならびに焼失・他の欄に転記する。全
潰棟数および半潰棟数は方針⑧によって非焼失の値と判断した。 
 ここで総戸数を総住家棟数と見なし，非焼失区域の住家棟数を総住家棟数 1636 棟から焼失棟






半潰の合計 158 棟となり，総住家棟数で割って全潰率 92.05%，半潰率 9.66%と求める。焼失率
は，方針⑥より単純に 55/1,636=3.36%とする。 















戸数 499 を非焼失戸数 1,382（総戸数 2,742 から焼失戸数 1,360 を引いた値）で割って，非焼失区
域の戸数全潰率を Ys=499/1,382 と求める。方針⑤に示した戸数全潰率 Ysと住家棟数全潰率 Ybの
関係（ sb YY log1.1log  ）用いると Yb=0.3261 が得られ，Ybに非焼失住家棟数 1,382 棟を乗じる
ことで非焼失区域の全潰棟数が 451 棟と求められる。この時，1 世帯 1 住家を仮定して総住家棟
77 
数は総戸数に等しいと見なしている。住家全潰棟数の非焼失欄にはこの値が示されている。同様
の手順で非焼失区域の半潰棟数は 420 棟となる。 
 次に焼失区域については，方針⑥によって焼失戸数 1360 戸を焼失棟数と見なし，この中に非
焼失区域と同じ比率で全潰，半潰したものがあると判断する。従って，焼失区域の住家全潰棟数





を総戸数 2742 戸で割った 49.60%をそのまま焼失・流失・埋没率とした。 















変更する。なお，付表 1 の内務省データには，表 1.2.3-3 の木造住家被害棟数データと足柄下郡
役所の戸数データを入れ子にして示している。 
 
 c）東京市 15 区の評価 

















ータとして採用した被害棟数データと同時に，全潰 7,992 戸，半潰 11,615 戸，全焼 58,981 戸，
半焼 98 戸，流失 650 戸（ただし船内居住者）の記録がある。この被害戸数を松澤データと比較
すると，全焼戸数は一致するものの全潰戸数と半潰戸数が逆転している。一方，大正震災志の叙













は焼失区域広く倒潰の戸数今知り難きも，全戸数 98,900 余戸に対し 19,000 余りと称せられ」て
いるとして，松澤データや大正震災志の全半潰 19,607 戸に相当する倒潰戸数を示している［井
上（1923）］。そのように考えると，井上による非焼失区域の倒潰家屋数 9,597 は，内務省データ
の全潰住家数 5,332 と半潰住家数 4,380 の合計の 9,712 棟とほぼ一致する。そこで，井上の焼失
区域の倒潰家屋数 18,367 も同様と考え，この値を全潰棟数と半潰棟数に分離した。すなわち，
倒潰家屋数に占める全潰棟数の割合を焼失区域と非焼失区域で等しいものとして焼失区域の全
潰棟数を 18,367×5,332/9,597=10,205 棟と求め，半潰棟数を残りの 18,367-10,205=8,162 棟と求め
た。表 1.2.3-4 の住家全潰棟数および半潰棟数の焼失欄にはこの値が記されている。 
 また戸数欄には，次のようにして推定した木造住家棟数を示している。横浜市の世帯数は，大
正 9 年国勢調査［内閣統計局（1924a）］によれば 95,243 世帯，関東地震当時の推計値は 99,840
世帯［内務省社会局（1925）］あるいは 100,798 戸［横浜市役所（1926）］であり，約 10 万世帯
79 
と推定される。この 10 万世帯に対し，木造住宅 1 棟についての平均世帯数が前項で得られた東
京市と同じ約 1.5 世帯と仮定して，木造住宅棟数を 10 万/1.5=67,000 棟と推定した。 
 
 e）横須賀市の評価 




 横須賀震災誌によれば全潰戸数は 7,227 戸，半潰戸数（実際は半潰・半焼戸数と書かれている）
は 2,514 戸で松澤データの値に近い。また焼失戸数は 4,700 戸とあるが，これは殆ど全て全潰・
半潰戸数に含まれていると述べられている。実際，全潰戸数と半潰戸数に同資料に示されている
「破損程度の軽きもの 6,614 戸」を加えれば 16,355 戸となり，焼失戸数を合計せずに総戸数にほ
ぼ一致する。すなわち，非焼失区域と焼失区域を合計した全潰戸数 7,227 戸，半潰戸数 2,514 戸





また 2,514 は焼失を含む半潰住家棟数の合計と見なすことにした。 
 その上で，横須賀震災誌にあるように焼失した 4,700 戸すなわち 4,700 棟のすべてが全潰ある
いは半潰棟数に含まれると考え，さらに全潰棟数と半潰棟数の比率が焼失区域および非焼失区域
で等しいと仮定した。このように仮定すると，焼失区域の全潰棟数は 4,700×7,227/(7,227+2,514)= 
3,487 棟，半潰棟数は 4,700×2,514/(7,227+2,514)=1,213 棟と求められる。また非焼失区域の被害
棟数は合計からの差として全潰 3,740 棟，半潰 1,301 棟となる。 






















































数はよくわからないが，それと上記③の住家と非住家の合計によって 128,266 と 79,733 の差分で
ある約 4万 9千棟が余分な値と考えられる。この数と上記①の約 23 万 4 千棟の焼失数によって，



















 全潰率 Y 震度 
 0%<Y<0.1% 5 弱 
 0.1%Y<1% 5 強 
 1%Y<10% 6 弱 
 10%Y<30% 6 強 
 30%Y 7 
 
なお，図では強，弱を＋，－と記号で示している。例えば 6－は 6 弱，6+は 6 強である。また全
潰棟数の報告のない市町村に関しては，データベース作成方針で述べたとおり全潰棟数が 0 かあ
るいは不詳なのかを判断することはできない。そのため，このような地域においても震度 5 弱程
度の地震動が発生した可能性を否定できないため，図では震度 5 弱以下と表現した。 
82 
 この結果から次のことが推定される。震源断層面の直上は房総半島東部を除くほぼ全域で全潰
率 1%以上であり，少なくとも震度 6 弱あるいはそれ以上の強さの地震動が発生した。特に，神
奈川県の相模平野や小田原周辺の足柄平野，さらに房総半島南部の館山から千倉に至る地域では
全潰率 30%以上となり，震度 7 に達した可能性が高い。これらの平野部は，それぞれ相模川低
地，酒匂川低地，館山低地と呼ばれる沖積低地に相当する。その周辺部も概ね全潰率 10%以上




度に換算すると，6 強あるいは所によっては 7 に至る地域も認められる。これらの地域は中川低
地および荒川低地から東京低地に連なる沖積低地に一致する。 
 震度 7 の揺れが発生したと推定される市町村を，全潰率で区切って以下にあげる。 
 
 a) 全潰率 80%以上 
 神奈川県 ： 久良岐郡大岡川村，高座郡有馬村，中郡岡崎村，同神田村，同相川村，足
柄下郡下曾我村 
 千葉県 ： 安房郡北條町，同館山町，同館野村，同那古町 
 
 b) 全潰率 60%以上 80%未満 




 千葉県 ： 安房郡九重村，同稲都村，同船形町，同富浦村，同國府村，同健田村，同
千歳村，同豊田村，同南三原村 
 静岡県 ： 駿東郡足柄村 
 
 c) 全潰率 30%以上 60%未満 
 東京府 ： 北豊島郡三河島町，南葛飾郡砂町 








 埼玉県 ： 北足立郡六辻村，同新田村 
 千葉県 ： 市原郡戸田村，君津郡飯野村，安房郡神戸村，同豊房村，同岩井村，同千
倉町 
 静岡県 ： 駿東郡北郷村 
  
 次に住家半潰率の分布を図 1.2.3-5 に示す。全潰率とよく似た分布となるが，全潰率が 100%近
くになる地域では半潰率はかえって下がるため，震度 7 の地域の周辺部で半潰率の高い傾向が見
られる。 







 流失被害のうち神奈川県中郡大山町の流失 51 棟は，隣接する高部屋村（流失 7 棟）とともに




震災志の神奈川県中郡の節には「比較的被害の軽かった大山町は，9 月 15 日山津波の為に，50
余戸を流失せしめた」との説明があり，被害集計表は 51 戸と記録している。このように資料に
よって流失戸数が異なっており，それぞれの関係はよくわからない。住家被害データベースの内




 さらに，地震時の埋没について見ると，片浦村・岩村で 102 棟の埋没がある。特に片浦村の根
府川と米神の両集落における山津波による被害が大きく，データベースでは片浦村に住家 91 棟
の埋没を記入した。根府川では地震後 5 分経って白糸川沿いに土石流が流れ下り，集落は厚さ
30m 以上の土砂で埋没，白糸川河口で遊泳中の児童約 20 人は海からの津波と山からの土石流の
挟み撃ちに合い大半が命を落とした［井上（2001）］。山津波による根府川の被害は「白糸川付近
戸数 123 戸，人口 858 の内埋没戸数 64 戸，死者 406 名を出し，此の内一家全滅 15 戸」というも











くは「一里半（約 6 キロ）奥に入った石橋地区の海抜 669.2 メートルの大星山（別名，前聖岳）
向の東斜面」［横山（1996）］が崩壊して発生したという説があるが，根府川の山津波に比べると





































































































図 1.2.3-2 内務省データによる千葉県での戸数被害率と住家棟数被害率の関係 





表 1.2.3-1 住家被害棟数データによる評価例（網掛け部分は本文で説明） 
全潰 半潰 焼他 全潰 半潰 焼他
安房郡 北條町 1502 47 18 1567 43 1 1582
館山町 1455 153 55 1115 524 37 1636
西岬村 107 146 1 303 25 832
神戸村 197 81 1 202 171 587
富崎村 15 19 70 31 4 55 592
非焼失 焼失 合計 非焼失 焼失 合計
安房郡 北條町 1502 17 1519 47 1 48 18
館山町 1455 51 1506 153 5 158 55
西岬村 107 0 107 146 0 146 1
神戸村 197 0 197 81 0 81 1
富崎村 15 2 17 19 3 22 70
安房郡 北條町 96.02 3.03 1.14
館山町 92.05 9.66 3.36
西岬村 12.86 17.55 0.12
神戸村 33.56 13.80 0.17




















表 1.2.3-2 被害戸数データによる評価例（網掛け部分は本文で説明） 
全潰 半潰 焼他 全潰 半潰 焼他
南葛飾郡 金町村 1 633
水元村 8 9 2 5 455
奥戸村 24 925
隅田町 100 200 298 881 2878
砂町 280 600 1000 499 468 1360 2742
非焼失 焼失 合計 非焼失 焼失 合計
南葛飾郡 金町村 1 1 1 0
水元村 1 1 2 3 3 5
奥戸村 0 17 17 24
隅田町 238 238 298 783 783 881
砂町 451 443 894 499 420 413 833 468 1360
南葛飾郡 金町村 0.16 0.00 0.00
水元村 0.22 0.66 0.00
奥戸村 0.00 1.84 0.00
隅田町 8.27 27.21 0.00




















表 1.2.3-3 神奈川県足柄下郡に関する松澤データと内務省データ 
（網掛け部分は住家被害データベースに採用したデータ） 
 
足柄下郡 小田原町 890 226 3384 1740 1268 2238
足柄村 1361 630 2 911 909 3 892 1021 2
豊川村 209 42 190 57 167 86
上府中村 170 165 205 114 1 213 123 1
下府中村 203 67 203 67
下曾我村 317 7 307 17
田島村 107 37 107 17 110 33
下中村 388 72 8 382 74 8 345 114 7
前羽町 100 116 102 120 96 151
国府津村 279 398 279 397 1 220 380
酒匂村 736 184 611 422 2 611 422 2
大窪村 126 131 111 341
湯本村 61 448 50 373 3 52 329 1 4
温泉村 80 165 22 74 121 30 76 123 20 7
宮城野村 59 150 59 150 1 32 173 2
仙石原村 25 63 16 32 1 15 44 1
箱根町 40 68 47 49
元箱根村 10 67
芦ノ湯村 3 5
早川村 180 32 42 288 34
片浦村 76 201 102 177 2 59 89 198 3 2 91
岩村 78 71 32 11
眞鶴村 263 185 635 59 95 248 408 19 3
福浦村 26 111 5
吉濱村 307 281 304 323 2 1



















全潰 半潰 焼他 全潰 半潰 焼他
東京市 麹町区 234 109 337 6484 12183
神田区 1240 614 19 39 27601 16335
日本橋区 60 241 21616 18109
京橋区 76 51 47 29290 19539
芝区 384 318 398 777 16769 25379
麻布区 335 149 721 945 185 13722
赤坂区 352 236 323 502 1863 11198
四谷区 43 56 124 331 642 9708
牛込区 236 378 515 1001 18075
小石川区 129 84 462 848 1201 22218
本郷区 128 191 357 696 7106 17813
下谷区 698 711 340 553 33451 28777
浅草区 2131 2038 133 118 59192 30463
本所区 4250 4404 493 479 54781 27337
深川区 1896 1542 40743 21320
非焼失 焼失 合計 非焼失 焼失 合計
東京市 麹町区 27 207 234 30 79 109 4618
神田区 1 1239 1240 4 610 614 15355
日本橋区 0 60 60 0 241 241 18109
京橋区 0 76 76 0 51 51 16804
芝区 93 291 384 111 207 318 11227
麻布区 335 0 335 149 0 149 114
赤坂区 181 171 352 114 122 236 1253
四谷区 42 1 43 56 0 56 407
牛込区 236 0 236 378 0 378 0
小石川区 128 1 129 84 0 84 659
本郷区 119 9 128 180 11 191 4703
下谷区 82 616 698 72 639 711 19606
浅草区 29 2102 2131 60 1978 2038 29244
本所区 185 4065 4250 15 4389 4404 25970
深川区 0 1896 1896 0 1542 1542 18122
東京市 麹町区 1.92 0.89 37.91
神田区 7.59 3.76 94.00
日本橋区 0.33 1.33 100.00
京橋区 0.39 0.26 86.00
芝区 1.51 1.25 44.24
麻布区 2.44 1.09 0.83
赤坂区 3.14 2.11 11.19
四谷区 0.44 0.58 4.19
牛込区 1.31 2.09 0.00
小石川区 0.58 0.38 2.97
本郷区 0.72 1.07 26.40
下谷区 2.43 2.47 68.13
浅草区 7.00 6.69 96.00
本所区 15.55 16.11 95.00


























表 1.2.3-5 横浜市に対する評価 
全潰 半潰 焼他 全潰 半潰 焼他
横浜市 横浜市 11615 7992 58981 5332 4380 25324 67000
非焼失 焼失 合計 非焼失 焼失 合計
横浜市 横浜市 5332 10205 15537 4380 8162 12542 25324

























表 1.2.3-6 横須賀市に対する評価 
全潰 半潰 焼他 全潰 半潰 焼他
横須賀市 横須賀市 8300 2500 3500 1761 4375 2094 16150
非焼失 焼失 合計 非焼失 焼失 合計
横須賀市 横須賀市 3740 3487 7227 1301 1213 2514 4700





























神奈川県 63577 46621 16956 54035 43047 10988 35412 497 82530 125577
東京府 24469 11842 12627 29525 17231 12294 176505 2 188349 205580
千葉県 13767 13444 323 6093 6030 63 431 71 13946 19976
埼玉県 4759 4759 0 4086 4086 0 0 0 4759 8845
山梨県 577 577 0 2225 2225 0 0 0 577 2802
静岡県 2383 2309 74 6370 6214 156 5 731 3045 9259
茨城県 141 141 0 342 342 0 0 0 141 483
長野県 13 13 0 75 75 0 0 0 13 88
栃木県 3 3 0 1 1 0 0 0 3 4
群馬県 24 24 0 21 21 0 0 0 24 45
合　計 109713 79733 29980 102773 79272 23501 212353 1301 293387 372659
（うち）
東京市 12192 1458 10734 11122 1253 9869 166191 0 167649 168902
横浜市 15537 5332 10205 12542 4380 8162 25324 0 30656 35036
横須賀市 7227 3740 3487 2514 1301 1213 4700 0 8440 9741
 
(b) 今村（1925a）による各府県別被害調査表（震災予防調査会報告 100 号甲）。原著の合
計は「（全潰除ク）」となっているが，明らかに間違いなので（半潰除く）に修正した。
また横浜市の半潰除く合計数は 70,596 となり，表の*)の値は誤記と思われる。 
府　県 全潰 （非焼失） （焼失） 半潰 （非焼失） （焼失） 焼失 流失 合計（半潰除く）
神奈川県 62887 52863 68569 136 131592
東京府 20179 34632 377907 398086
千葉県 31186 14919 647 71 31904
埼玉県 9268 7577 9268
山梨県 1763 4994 1763
静岡県 2298 10219 5 661 2964
茨城県 517 681 517
長野県 45 176 45
栃木県 16 2 16
群馬県 107 170 107
合　計 128266 126233 447128 868 576262
（うち）
東京市 3886 4230 366262 370148
横浜市 11615 7992 58981 70496*)









































































































































 1923 年関東地震では人的被害もまた膨大な数にのぼり，10 万人を超える死者・行方不明者数
が報告されている。しかしながら，人的被害の記録もまた住家被害と同様に被害資料によって異


















































② 次に，採用したデータの死者数が 0 であるにも関わらず非採用データが 0 でない場合は，
その市町村に限り 0 でない値を選択する。これは住家被害数と同様に，死者数が 0 か不詳
かの判断がつき難く，死者 0 名の信頼性に多少の疑問があることによる。 
③ 死亡率を計算する際の分母となる各市区町村の人口は，大正 9 年国勢調査［内閣統計局
（1924a～1929）］の普通世帯人口を統一して用いる。世帯を普通世帯に限定したのは，軍
隊，寄宿舎，旅店下宿屋，病院など一般的な世帯と異なる準世帯を除くためである。死者













2） 次の人口および世帯数は，大正 9 年国勢調査［内務省統計局（1924a～1929）］による普通
世帯人口および普通世帯数である。先の住家被害データベースの戸数欄には，東京市と横浜
市以外では 1 世帯 1 住家を仮定して住家棟数とみなした普通世帯数を，また東京市と横浜市
では木造住家棟数を示した。これに対し死者数データベースでは，被害世帯における死者発
生率を調べることを目的に，すべての地域にわたって普通世帯数を記している。ただし，東
京市と横浜市以外では 1 世帯 1 住家が仮定されているので，住家被害データベースの戸数欄
と同一の値となっている。 
3） その次の欄は被害世帯数であり，全潰，焼失，流失，埋没に分けて示した。全潰世帯数は

























ぞれ 4,222/1,458=2.9 および 9,800/5,332=1.8 となる。この非焼失区域における全潰分の世帯数と
住家棟数の比率が焼失区域では差異があるとする特別の理由は見当たらないため，焼失区域の住






















者数の差異にある。今村（1925a）の集計によれば，東京府の死者 68,215 名および行方不明者 39,304
名のうち，59,065 名の死者と 1,055 名の行方不明者が東京市で発生したと解釈される。従って東


























12 年 12 月警視庁調」とある。しかしながら，緒方（1925）のデータの由来と思われる警視庁（1925）
には「行方不明者は大正 12年 10月 5日現在」と明記されており，東京府，東京市ともに緒方（1925）
と全く同じ値が報告されている。このことから，緒方（1925）の死者数は大正 12 年 12 月現在，
行方不明者数はそれより前の同年 10 月 5 日現在の値と考えて間違いない。 






者数は地震から約 1 ヶ月後の 10 月 5 日までに警察署に提出された捜査願いの集計，竹内（1925）
の行方不明者数はそれ以前の集計であり，いずれも地震から間を置かない期間に出された捜査願
いを計上したものと判断して良さそうである。 



















に約 2 万名の違いがある本所区では，性別不詳の死者が 4 万名以上と多数記録されている。特に
被服廠跡では，全体の 89%となる 39,277 名もの死者が性別を特定されていない。性別すら不詳
ということは身元も不明であったはずであり，そうした死者の中に捜査願いが出された相当数の
行方不明者が含まれていた可能性は十分考えられる。 
 以上の点を考慮して表 1.2.4-2 に戻ると，今村（1925a）による東京府の行方不明者数は竹内
（1925）の値に等しく，2 万 8 千～2 万 9 千名の行方不明者が死者数と重複している可能性が高
い。また東京府の死者数は竹内（1925）とも異なり出典はよくわからないが，他のデータに比べ
約 8 千～9 千名大きい。関東地震の死者・行方不明者数としてよく引用される 14 万 2 千余名は，


































 東京府 ： 東京市 15 区，北豊島郡南千住町，同王子町，同三河島町 




 千葉県 ： 安房郡北条町，同館山町，同那古町，同船形町，同富浦村 










 次に，各市区町村の死者数を人口で割って求めた死亡率の分布を図 1.2.4-2 に示す。最も高い
死亡率は東京市本所区の 21.9%である。次いで神奈川県足柄下郡片浦村の 9.7%，さらに横浜市





 東京府 ： 東京市本所区，同深川区，北豊島郡三河島町 
 神奈川県 ： 横浜市，鎌倉郡鎌倉町，同川口村，中郡平塚町，橘樹郡保土ヶ谷町，足柄
下郡温泉村，同片浦村，同岩村，同眞鶴村，同福浦村 








































東京市 麹町区 12183 27 207 234 4618 56117 11275 337 600 937 6484 137
神田区 16335 1 1239 1240 15355 143757 28503 19 3593 3612 27601 1519
日本橋区 18109 0 60 60 18109 123961 20981 0 174 174 21616 1189
京橋区 19539 0 76 76 16804 137668 29271 0 220 220 29290 919
芝区 25379 93 291 384 11227 171854 36464 398 844 1242 16769 494
麻布区 13722 335 0 335 114 86083 18746 721 0 721 185 185
赤坂区 11198 181 171 352 1253 55258 11387 323 496 819 1863 142
四谷区 9708 42 1 43 407 68197 15383 124 3 127 642 103
牛込区 18075 236 0 236 0 118642 25525 515 0 515 0 203
小石川区 22218 128 1 129 659 140471 31477 462 3 465 1201 254
本郷区 17813 119 9 128 4703 123055 26656 357 26 383 7106 320
下谷区 28777 82 616 698 19606 180510 42147 340 1786 2126 33451 891
浅草区 30463 29 2102 2131 29244 251469 57971 133 6096 6229 59192 3667
本所区 27337 185 4065 4250 25970 248452 56768 493 11789 12282 54781 54498
深川区 21320 0 1896 1896 18122 173600 39850 0 5498 5498 40743 4139
292176 1458 10734 12192 166191 2079094 452404 4222 31128 35350 300924 68660

























表 1.2.4-2 死者数の府県別集計値の比較 
 
死 不明 計 死 不明 計 死 不明 計
神奈川県 32838 29065 4002 33067 29413 3559 32972 29614 2245 31859
東京府 70387 68215 39304 107519 60420 36634 97054 59593 10904 70497
千葉県 1346 1335 7 1342 1370 1370 1373 47 1420
埼玉県 343 316 95 411 217 217 280 36 316
山梨県 22 20 20 17 17 20 20
静岡県 444 375 68 443 360 64 424 450 42 492




合　計 105385 99331 43476 142807 91802 40257 132059 91344 13275 104619
（うち）
東京市 68660 59065 1055 60120 58574 36294 94868 58104 10556 68660
横浜市 26623 23440 3183 26623 23440 3183 26623 21384 1951 23335

































注）竹内（1925）の死者数は大正 12 年 11 月警視庁保安部建築課の調べであり，行方不明者数は同年 10 月
5 日以前の捜査願いの集計と思われる（本文参照）。緒方（1925）の死者数は大正 12 年 12 月警視庁調




男 女 不詳 計 男 女 計 男 女 不詳 計 男 女 計
麹町区 71 33 104 71 33 104 214 92 306 95 42
神田区 356 391 96 843 360 392 96 848 144 90 234 1055 464
日本橋区 153 115 41 309 173 131 42 346 181 215 396 788 401
京橋区 160 100 36 296 170 100 36 306 101 103 204 584 335
芝区 165 82 23 270 165 82 23 270 9 10 19 361 133
麻布区 13 22 35 13 22 35 140 45
赤坂区 27 49 76 27 49 76 1 1 112 30
四谷区 2 2 4 2 2 4 3 3 68 35
牛込区 19 34 53 19 34 53 4 4 8 150 53
小石川区 164 52 216 164 52 216 106 74 180 191 63
本郷区 30 15 10 55 30 15 10 55 20 46 66 218 102
下谷区 114 83 11 208 114 83 5 202 55 51 106 577 314
浅草区 284 715 1245 2244 421 863 1242 2526 1372 1121 2493 2597 1070
本所区 4503 3856 40134 48493*) 4403 3856 40134 48393 12453 13419 25872 48393 6105
深川区 1137 1101 593 2831 1139 1091 527 2757 3687 2719 6406 2775 1364
水上 1104 1262 17 2383 1104 1262 17 2383
東京市計 8302 7912 42206 58420 17352 17469 34821 8375 8067 42132 58574 18350 17944 36294 58104 10556
郡部 759 1019 1778 2458 2025 4483 787 1059 1846 174 166 340 1489 348









































































































1.3 1995 年兵庫県南部地震の被害統計資料に対する検討 
 




ない。また地震から 1 ヶ月足らずの 2 月 7 日に，気象庁によって震度Ⅶの分布が発表された。こ
の気象庁震度Ⅶ（激震）は，1948 年福井地震の被害をふまえ，1898 年より続いた 0（無感）～























かない 1995 年 5 月 8 日現在の集計では，死者 5,502 名，行方不明者 2 名，負傷者 41,521 名［国
土庁（1995）］となっている。この時点ですでに 1948 年福井地震やさらには 1959 年伊勢湾台風
を上回り，戦後最大となる自然災害の犠牲者数を記録した。明治以降の震災犠牲者としても，1923
年関東地震，1896 年明治三陸津波，1891 年濃尾地震に次いで 4 番目の数である。その後に震災
後の過労死や入院先の病院の被災による症状悪化など，震災との因果関係が明確な死亡は震災関
109 
連死と認定された。その数を加えると 2002 年 12 月 19 日現在の死者数は 6,433 名と公表されて
おり（朝日新聞，2002 年 12 月 20 日），兵庫県南部地震の死者数としてこの震災関連死を含む数
がよく参照される。しかしながら，ここでの目的は地震によって直接発生した人的被害を検討す
ることにある。そこで，これらの震災関連死については検討の対象から除くこととする。 
 人的被害の詳細なデータは，地震から 1～2 ヶ月後の新聞報道に見つけることができる。朝日




で特定できる解像度の高いものである。読売新聞もまた，3 月 5 日大阪版で死者数の分布を報道
























































 次章 2.2 節では，兵庫県南部地震による墓石の転倒率 Q から転倒震度 K を推定し，墓地周辺
の住家全潰率 Yとの関係を求めている。全潰率 Yは建研データの全壊・大破率 hdを後の図 1.3.1-4
の関係で変換して評価される。ここでは地動速度 PGV を説明変数とした被害率関数を作成する





63loglog PGVQ  (1.3.1-2) 
上式は 6 地点の墓石の転倒率とその周辺の最大速度との関係から得られた結果であり，最大速度
は本震の強震記録と余震記録から推定された本震地動が用いられている［翠川・藤本（1996）］。 
 地動速度 PGVと全壊・大破率 hdおよび全潰率 Yの関係は，各評価地点の平均をとり，平均値
111 
を式(1.3.1-1)の対数正規分布関数で回帰することによって求めた。その結果を図 1.3.1-2 に示す。
墓地周辺の住家の全壊・大破率 hdもしくは全潰率 Yの評価方法は次章 2.2 節で説明する。 








が約 10%，全壊・大破率が約 20%であるのに対し，自治体データの全壊率は 50～60%と極めて


















表 1.3.1-2 に示す。全調査建物 566,247 棟の中で用途の判明した 451,429 棟のうち，低層独立住宅
がその約 68%にあたる 306,934 棟を占めている。低層集合住宅は 33,965 棟であり 8%程度となっ
ている。用途の判明した建物で全壊または大破となった 47,030 棟のうち，約 65%の 30,340 棟が
低層独立住宅であり，また約 19%の 8,920 棟が低層集合住宅である。すなわち全壊または大破建
物の 80%以上が低層の住宅であったことがわかる。 
 一方，建研データを合計すると，全壊または大破棟数は約 5 万棟，中程度の損傷棟数が約 4
万 6 千棟となり，国土庁（1995）による住家被害数（全壊 100,209 棟，半壊 107,074 棟）のほぼ
112 










一戸建住宅 187,120 棟の約 9 割にあたる 167,420 棟が木造あるいは防火木造と推定されている。
このことから低層独立住宅のほとんどは木造と考えられる。従って，低層独立住宅に関する被害
データを整理することで，被害単位を木造住家棟数にそろえた 1923 年関東地震の被害データベ



































害データの第 1 ランクつまり「全潰等」に第 2 ランクの「半潰・大破等」を含めて評価されてい
るものと考えられる。そこで，日本建築学会近畿支部（1995）の被害データに基づいて全壊・大
破率と全潰率の関係を求め，それを用いて建研データの全潰率を評価することとする。 











 20051.046.061.1 dd hhY   (1.3.1-3) 

















 )( ddddd UBNHh   (1.3.1-4) 
ここに Hdは全壊・大破住家棟数，Ndは総住家棟数，Bdは焼失住家棟数，Udは未調査住家棟数で
ある。 
 上式で得られる全壊・大破率 hdに対し，図 1.3.1-4 の関係を用いて評価した住家全潰率 Yを図
1.3.1-6 に示す。この結果は，前に求めた 1923 年関東地震の住家全潰率分布と比較の対象となり
得るものである。なおこれらの図の町丁目境界は，建設省建築研究所が建設省国土地理院長の承
認を得て，同院発行の数値地図 10000（総合）を複製した CD-ROM データに基づいて作成した
ものである。（承認番号，平 8 総複，第 26 号） 
 図 1.3.1-5 と図 1.3.1-6 を比較すると，当然ながら全壊・大破率の分布に比べ高い全潰率の範囲
が狭くなっていることがわかる。全壊・大破率 hd で見ると被害は神戸市須磨区から尼崎市，伊
丹市，宝塚市に至る広い範囲に分布しているが，全潰率 Y で見るとこれら東側の 3 市の被害は
小さい。伊丹市や宝塚市で飛地的に全潰住家が生じた一部の地域を除き，高い全潰率は須磨区か
ら西宮市までの範囲で帯状に分布していることがわかる。特に須磨区から東灘区までの 6 区と芦















































図 1.3.1-1 兵庫県南部地震の被害データに基づく木造住家の被害率関数の比較 
 
 
表 1.3.1-1 被害率関数のパラメータ 
 
データ種類 出　　典 被害ランク  
本検討 全潰 5.21 0.491
同 全壊・大破 5.10 0.654
宮腰・他（1997） 全壊・大破 5.08 0.559
長谷川・他（1998） 全壊・大破 5.12 0.569
林・宮腰（1998） 倒壊 4.94 0.450
Miyakoshi et al.(1997) Severe Damage 4.42 0.538 (神戸市)
村尾・山崎（2000） 全壊 4.51 0.410 (灘区)





































(b) 全潰率 Y 
 
図 1.3.1-2 兵庫県南部地震の地動速度 PGVと全壊・大破率 hdおよび全潰率 Yの関係。白丸は各
評価地点の値を示し，全壊・大破率 hdは建研データ，全潰率 Y は図 1.3.1-4 の関係を用いて











大破 中程度 軽微 無被害 火災 未調査
独立住宅 306934 30340 29096 75793 132455 2468 36782
集合住宅 33965 8920 5437 7751 7799 1233 2825
商業・業務 22087 2089 1695 4418 10047 276 3562
工業・流通 18883 1319 960 2456 8114 142 5892
その他 19026 1286 982 2307 6611 110 7730
用途未調査 88112 2034 4004 15105 27649 135 39185








大破 中破 軽微 無被害 火災 未調査
独立住宅 318326 31055 29841 77766 138224 2602 38838
集合住宅 52145 10008 6646 10841 19035 1417 4198
商業・業務 30272 2799 2388 6184 14164 346 4391
工業・流通 25075 1692 1285 3359 10132 195 8412
その他 25611 1476 1249 3154 9800 143 9789
用途未調査 114818 2907 4860 17839 37753 200 51259














東灘区 13687 6262 1643 8956
灘区 12757 2168 2861 5683
中央区 6344 761 644 2096
兵庫区 9533 2556 1319 5183
長田区 15521 4528 1927 7949
須磨区 7696 2570 761 3828
垂水区 1176 0 0 234
西区 436
北区 271
合計 67421 61995 18845 9155 33929
4888 754 73 1014
19550 6919 536 9407
3889 2574 205 2985
1365 615 26 736
1341 1348 13 1549









































































表 1.3.1-5 日本建築学会近畿支部（1995）による木造建物の被害調査結果 
 
地　区 全棟数 全壊棟数 大破棟数
全壊・
大破率(%) 全潰率(%)
淡路島 1817 717 299 55.92 39.46
長田区 264 2 28 11.36 0.76
449 38 36 16.48 8.46
414 49 98 35.51 11.84
382 320 32 92.15 83.77
575 490 31 90.61 85.22
199 110 35 72.86 55.28
357 165 67 64.99 46.22
578 184 91 47.58 31.83
277 44 42 31.05 15.88
中央区*) 14.54 6.57
東灘西部 1777 799 506 73.44 44.96
芦屋市西部 103 18 14 31.07 17.48
69 3 3 8.70 4.35
61 44 2 75.41 72.13
87 33 6 44.83 37.93
44 1 2 6.82 2.27
西宮駅北口 126 50 7 45.24 39.68









































































































































神戸市 3,804 名，西宮市 966 名，芦屋市 381 名，その他の兵庫県 234 名，兵庫県以外 90 名の名
簿が掲載されており，兵庫県南部地震による死者の全員に近い記録である。 
 配信された合計 5,475 名のデータのうち，兵庫県内で町丁目までの住所が特定でき，かつ住所
地以外で亡くなった死者を除くと合計 5,291 名となる。この 5,291 名について死者数データベー
スを作成した。データベースの 5,291 名は，兵庫県南部地震による死者・行方不明者 5,504 名の
96%に相当する。死者数データベースの市区町ごとに集計した結果を，死者の年齢階級で分けて

















りの最大の死者数は東灘区本庄町 1 丁目で発生した 66 名である。その他に 40 名以上の死者が生
じた地域は，東灘区の本山中町 2 丁目（43 名）と森南町 1 丁目（46 名），灘区琵琶町 1 丁目（41
名），芦屋市の清水町（42 名）と津知町（54 名）となっている。 
 次に，これらの死者数を平成 2 年国勢調査による各町丁目の人口［統計情報研究開発センター
125 
（1995）］で割って求めた死亡率の分布を図 1.3.2-3 に示す。震災の帯における死亡率は 0.1%を
超え，場所によっては 2%以上の高い死亡率となった地域も認められる。最高の死亡率は大きな
火災被害が生じた長田区菅原通 3 丁目で記録され，人口の 9.1%にあたる 28 名が死亡した。その
他にも須磨区，長田区，灘区，兵庫区の合計 15 の町丁目における死亡率が 5%以上と評価され
た。淡路島で生じた人的被害について，死者数および死亡率の分布を図 1.3.2-4 に示す。最大の
死者数は北淡町富島の 24 名であり，また最高の死亡率は同町野島蟇浦の 1.8%であった。参考と
して，データベースのうち死者数が 20 名以上かつ死亡率 2%以上という大きな人的被害が発生






表 1.3.2-1 死者数データベースの内訳 
 
6歳未満 6～14歳 15～64歳 65歳以上
東灘区 27 66 677 512 1282
灘区 19 31 420 375 845
中央区 4 6 94 74 178
兵庫区 7 17 197 185 406
長田区 13 20 305 403 741
須磨区 5 13 133 148 299
垂水区 0 0 3 4 7
西区 0 0 4 0 4
北区 1 0 5 2 8
合計 76 153 1838 1703 3770
0 0 19 15 34
33 53 471 402 959
16 21 171 168 376
0 0 4 4 8
3 5 36 36 80
0 0 1 4 5
0 0 1 0 1
0 0 0 1 1
0 0 1 0 1
0 2 2 0 4
0 1 4 5 10
0 0 1 4 5
2 3 15 17 37


















































































































表 1.3.2-2 死者数 20 名以上かつ死亡率 2%以上の町丁目 
 
市 区 町丁目 人口 死者数 死亡率(%)
魚崎北町6丁目 872 20 2.3
御影石町3丁目 905 28 3.1
御影石町4丁目 1102 24 2.2
森南町1丁目 1707 46 2.7
森南町2丁目 876 23 2.6
本山中町2丁目 1208 43 3.6
本庄町1丁目 2176 66 3.0
高徳町1丁目 672 20 3.0
琵琶町1丁目 776 41 5.3
六甲町2丁目 758 25 3.3
中央区 中山手通3丁目 1065 33 3.1
兵庫区 中道通6丁目 416 25 6.0
若松町10丁目 354 24 6.8
水笠通6丁目 343 22 6.4
菅原通3丁目 308 28 9.1
日吉町5丁目 367 25 6.8
屋敷町 1310 36 2.8
仁川  百合野町 968 26 2.7
大井手町 741 26 3.5
清水町 893 42 4.7
津知町 1233 54 4.4








































 関東地震の住家被害データベースにおいて，全潰住家棟数が 1 以上のデータの総数は 828 であ
る。また兵庫県南部地震の住家被害データベースでは，全壊・大破住家棟数が 1 以上のデータの




 関東地震データベースのうち，全潰住家が生じた市区町村の総住家棟数の平均値は 1417.5 棟
133 
である。ただしこの値は東京市や横浜市などの市域における住家の多さが影響しており，市部を
除いた平均値は 947.2 棟となる。最頻値は 500～550 棟であり，1000 棟以下のデータが全体の 81%
を占める。詳細に見ると，神奈川県足柄下郡芦ノ湯村の総住家棟数は例外的に少なく 17 棟であ
り，3 棟の全潰住家と 4 棟の半潰住家が発生した。しかしながらその全潰率 17.7%は周辺の 9.7
～22.8%と調和的であり，特異な値とはなっていない。その他に総住家棟数が 100 棟以下のデー
タは神奈川県に 4 村と山梨県に 2 村あるが，そのうち最少の神奈川県足柄下郡元箱根村でも 68
棟の住家が存在し，全潰率や半潰率などを求める際の母数として十分と考えられる。 
 一方，兵庫県南部地震データベースの全潰住家が発生した町丁目の平均住家棟数は 119.8 棟と
関東地震のデータベースに比べ小さく，全体の 81%が 200 棟以下の町丁目である。特に全デー
タの 6%に相当する 117 の町丁目の総住家棟数は 10 棟未満である。これらの 117 町丁目の全潰率
















数はそれぞれ 477 と 1070 である。総住家棟数の検討と同様に，これらのデータに関して人口の
度数分布と累積頻度を図 1.3.3-3 に示す。人口の幅は 200 名としている。 
 関東地震のデータベースにおいて，人口の度数は 1000～6000 名の範囲に広く分布することが
わかる。死者を含む市区町村の平均人口は 11191.0 名，また市域を除くと 5765.7 名であるが，6000
名以下の町村が全データの 78%を占める。最少の人口は住家棟数と同様に神奈川県足柄下郡芦
ノ湯村のデータであるが，その値は 115 名であり母数として十分な精度が期待できる。その次は
神奈川県津久井郡又野村の 320 名であり，母数としてさらに十分な値である。 
 兵庫県南部地震で死者が生じた町丁目の人口の平均値は 810.0 名であるが，200～400 名の人口
の町丁目が最も多い。データのうち，中央区北本町通 2 丁目，垂水区小束山 1 丁目，西区春日台
4 丁目の 3 データは，1～2 名の死者が発生したにも関わらず人口 0 が記録されている。データベ
134 

























































































































































































































































































































































































































79,733 棟），半潰 102,773 棟（同 79,272 棟），焼失 212,353 棟，流失・埋没 1,301 棟である。全潰・
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されたことになる。その直後の 1996 年には震度階級の改訂が行われ，震度ⅥとⅤをそれぞれ 6


































を説明し得るかどうかを検討することにある。先の第 1 章では，1923 年関東地震に関する被害
統計資料の精査から住家被害データベースを作成し，全潰率の値に基づいて震度分布を評価した。
この震度分布が将来の地震の強震動予測に際して有益な情報を与えることを証明するためには，



























 本章では，まず 1995 年兵庫県南部地震における震度Ⅶの範囲の住家全潰率を推定し，気象庁
震度の時代的連続性を検証する。次に，南関東地方の地形や地質を調べ，1923 年関東地震の震
度分布がこうした地盤条件に大きく影響されていることを示す。 
 本節に続く 2.2 節では，墓石の転倒震度と住家全潰率の関係を通じ，気象庁震度Ⅶの連続性を
次のようにして明らかにする。まず，被害統計の分析において問題となる被害ランクの定義につ
いて被害資料に基づき考察し，過去の地震被害調査における全潰や半潰が概ね共通した被害状況





















 墓石など剛体の転倒震度に関する初期の研究として，1891 年濃尾地震において West の式を用
いた大森（1899）の報告がある。良く知られているとおり，West の式は水平動のみを考慮し，
転倒した墓石の幅 B と H の比 B/H によって地動の最大加速度を次のように推定するものであ
る。 
 gHB  )(  (2.2-1) 
ここで g は重力加速度であり，墓石の転倒震度 K は次式で表せる。 
 HBgK   (2.2-2) 
 その後中村（1925）は，1923 年関東地震において West の式から推定される水平加速度が「甚
だしく大にして信ずべからざる」と考え，水平動と同じ大きさの上下動が同時に作用したものと
仮定した上で次式を West の式に代わる水平加速度推定式とした。 
 )( BHgB   (2.2-3) 
 中村（1925）は，この推定式によって小田原付近の水平最大加速度を 350cm/s2，北条付近を




 HBkkK VH  )1('  (2.2-4) 
ここで kH，kVはそれぞれ水平震度（=H /g）と鉛直震度（=V /g）であり，上下動の影響を考慮
することによって水平震度 kHは合震度 K'より小さく評価される。いま kVと kHの比を（= kV /kH）
とおくと，水平加速度Hは次式で表せる。 












































































































被害認定に強く影響することが予想される。しかしながら 1923 年関東地震や 1995 年兵庫県南部
地震など本研究で対象とする激甚災害では，多くの建物の被害ランクが高く，かつ全潰（壊）家
屋が広域的に発生するため，調査員ごとの被害認定の差はそれほど生じないものと思われる。そ




























 表 2.2.1-1 と重複する部分もあるが，1995 年兵庫県南部地震に対して用いられた被害ランクの





6 段目は⑧にあげた被災建物の安全性を緊急に判定するための定義である。この 6 段目までにつ
いては表 2.2.1-1 に高位の被害状況の記述を示したが，ここでは全ての被害ランクの定義を一覧
した。 
 最後の 7 段目は，これまで構造的被災度と大幅に異なることを指摘した地方自治体の被害認定
基準である。内閣府政策統括官（2001）によれば，災害発生時に関係各省庁が対応するために必
要な被害状況の報告に際して，以前は判断基準に差異があり，行政上の混乱が生じていたことか




































































































































































































表 2.2.1-2 1995 年兵庫県南部地震の被害判定に用いられた被害ランクの定義。上から 4 段目ま
では日本建築学会近畿支部（1995），5 段目は震災復興都市づくり特別委員会（1995），6 段目
は日本建築防災協会（1991），7 段目は内閣総理大臣官房審議室長通知「災害の被害認定基準
































































































 今村（1925）は 1923 年関東地震による東京市の震度（地動加速度と重力加速度の比）を評価
し，1 割内外から 2 割 5 分内外の範囲の震度を示した分布図を表した。また東京市役所（1926）






ら一様ではありませんが，0.2 乃至 0.3 程」と推定した。特に赤坂溜池，丸の内，九段下，小石
川柳町，根津などを高震度地域としてあげている［佐野（1923）］。佐野（1925）はまた神奈川県
の震度について，一様ではないと断った上で，横浜市内は 0.35 前後，震源地に近い熱海，小田




2 つ存在し，一方は今村式 2 倍強震計による記録，もう一方はユーイング円盤記録式地震計の記
録である。今村式 2 倍強震計は地震学教室に設置され，3 成分のうち E13°N 成分のみが本震の
すべてを記録したが，それも振幅の飽和部分が多い不完全な記録であった。横田・他（1989）は，
地震計の振子制動用油槽内における衝突が振幅の飽和原因と仮定して理論的に記録を復元し，さ
らに計器補正を行って，周期 2 秒から 15 秒のやや長周期帯域における最大変位 14.5cm，最大速






















 地盤増幅は，那須（1925）によって次のように推定された。那須（1925）は，大正 12 年 10
月 9 日～大正 13 年 2 月 14 日の間に本郷の東大地震学教室を含む東京市 33 地点で余震の巡回観
測を行い，地震学教室に対する各地点の加速度応答倍率を求めている。観測に用いた地震計は固
有周期 5 秒，倍率 30 倍の大森式簡単微動計であり［那須（1925）］，計 4 台のうち 1 台は基準点
である地震学教室内に置かれた［今村（1925）］。那須（1925）は，各地点で得られた余震記録か
ら主要動部分の第一波と次の波の変位振幅 uiおよび周期 Tiを読み取り，それらと基準点の u0お
よび T0から基準点に対する加速度倍率を 200 )/()/( ii TTuu  のように求めて，その値を地震動強さ
の比率と呼んでいる。図 2.2.2-1 の震度分布は，この地震動強さの比率に基づき，さらに東京市
内各地域の被害状況や地盤条件などを勘案して作成されたものである。なお余震観測が行われた




度を 97cm/s2，すなわち震度で 0.1 と評価した。さらに震動方向は S33°E と推定されている。し
かしながら本郷の震度評価に用いられたこの地震記録は，NS 成分（正確には N13°W 成分）は
























2  (2.2.2-1) 
ここで K0 は住家の標準的な耐震力，h は耐震力の一様さを表す指標である。物部（1926）と宮




 表 2.2.2-1 の東京市の震度 K と住家全潰率 Y の値を，物部（1926）および宮野（1984）の K－
Y 関係と比較して図 2.2.2-2 に示す。図にはその他に今村（1925）の震度の値を 1.8 倍した場合も
プロットした。 






頼性の低い本郷の震度 K=0.1 を基準とせず，図中○のように全てのデータを 1.8 倍して右側にシ






















 さらに墓石の転倒震度 K と住家全潰率 Y との関係から，東京市の気象庁震度 I の分布を推定
する。次項 2.2.3 において K と Y の関係に対する既往の研究を整理するが，それによれば K=0.18
に対応する Y は 1%以下，K=0.27～0.36 では Y=1～20%の範囲にあり，K=0.45 の Y は 30%以上と
なる。武村・諸井（2001）に従い，全潰率 Y=1%，10%，30%をそれぞれ気象庁震度 I=6 弱，6
強，7 の下限とみなすと，東京市の気象庁震度は山の手の洪積台地上で I=5 強以下，台地間の低

















表 2.2.2-1 東京市各区の震度と住家全潰率 
 
震度範囲 採用値 物部(1926) 中村(1925) 総棟数 全潰棟数 全潰率(%)
麹町区 0.1～0.2 0.15 12183 234 1.92
神田区 0.1～0.25 0.175 16335 1240 7.59
日本橋区 0.1～0.2 0.175 18109 60 0.33
京橋区 0.1～0.2 0.15 19539 76 0.39
芝　区 0.1～0.2 0.15 25379 384 1.51
麻布区 0.1～0.2 0.11 13722 335 2.44
赤坂区 0.1～0.2 0.11 0.28(青山墓地） 11198 352 3.14
四谷区 0.1 0.1 9708 43 0.44
牛込区 0.1～0.2 0.105 18075 236 1.31
小石川区 0.1～0.2 0.12 22218 129 0.58
本郷区 0.1～0.2 0.105 17813 128 0.72
下谷区 0.1～0.2 0.15 28777 698 2.43
浅草区 0.1～0.25 0.2 0.32（幸龍寺墓地） 0.38 30463 2131 7.00
本所区 0.2～0.25 0.225 0.42 27337 4250 15.55
































図 2.2.2-2 東京市における墓石の転倒震度と住家全潰率の対応関係 
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2  (2.2.3-1) 
ここで K0 は家屋の標準的な耐震力，h は耐震性の一様さを表す指数と表現されている。家屋群
の耐震力分布が正規分布と仮定されているので，全潰率 Y=50%に対応する震度 Kが K0にあたる。
また h と標準偏差の関係は )2/(1 h となる。 
 物部（1926）はこの関係式を用いて 1923 年関東地震の K－Y 関係を評価し，1891 年濃尾地震
や 1914 年秋田仙北地震と比較した。それ以降も，被害地震が生じるたびに K－Y 関係が評価さ











1952 年十勝沖地震（M8.2），1962 年宮城県北部地震（M6.5），1975 年大分県中部地震（M 6.4），
1978 年伊豆大島近海地震（M 7.0）および 1978 年宮城県沖地震（M7.4）の 5 地震について，墓
石の転倒率 Q と転倒震度 K の関係を求めた。その結果，正規分布関数で回帰したそれぞれの地
震の Q－K 関係はほぼ同様の傾向を示し，転倒率 Q のみの調査結果から転倒震度 K の推定が可
能であると結論している。図 2.2.3-1 に，宮野（1984）の結果とそれら 5 地震の平均的な Q－K
関係を示す。図の太線で表した墓石の転倒率 Q と転倒震度 K の平均的な関係は，各地震の平均

















 墓石転倒率の調査結果［Takemura and Tsuji（1995），藤本・他（1995）］から推定した墓石の転
倒震度 K の分布を，気象庁震度 I=Ⅶの範囲と比較して図 2.2.3-2 に示す。図中各地点の番号は，
後の表 2.2.3-2 に示される墓石調査地点 No.に対応する。気象庁震度 I=Ⅶの範囲の転倒震度 K は





 図 2.2.3-2 に示した墓石の転倒震度評価地点の住家全潰率は，前章の 1.3.節で検討した町丁目
別低層独立住宅に関する建研データ［建設省建築研究所（1926）］を用い，図 1.3.1-3 に示した全
壊・大破率と全潰率の関係に基づいて評価した。その方法について，図 2.2.3-3 および表 2.2.3-1
を例にとり以下に説明する。 
 
① まず住家全潰率 Y を評価する支配面積として，墓石の転倒震度 K を推定した図 2.2.3-2 の
各地点から半径 250m の円を考え，その中に含まれる町丁目を評価の対象とする。例として




内の棟数を集計する。表 2.2.3-1 に示すように。例えば甲南町 1 丁目に隣接する甲南町 2 丁
目では，半径 250m の範囲内に含まれる面積は甲南町 2 丁目全体の 85.08%である。甲南町 2
丁目において住家が均等に分布しているとすれば，円内の総住家棟数は 20×0.8508=17.02
棟と求められる。同様にして，全壊・大破棟数は 9.36 棟，未調査棟数は 2.55 棟となる。対
象とする 9 つの町丁目に対し，同じ計算を行って集計すると，総住家棟数 220.33 棟，全壊・
大破 117.13 棟，焼失 5.54 棟，未調査 17.52 棟と得られる。 
③ 以上の集計値により，墓石の転倒震度評価地点の全壊・大破率 hd(%)を次式で求めること
ができる。 
 100)(  ddddd UBNHh  (2.2.3-3) 
ここで Hd，Nd，Bd，Udはそれぞれ全壊・大破棟数，総住家棟数，焼失棟数，未調査棟数で





価する。全壊・大破率 hd(%)と全潰率 Y(%)の関係は次式のとおりである。 
 200507.04594.06074.1 dd hhY   (2.2.3-4) 
安念寺田中墓地に対しては，全潰率 Y=43.54%が得られる。  
 
 このようにして評価した各地点の住家全潰率 Y を，墓石の転倒震度 K とともに表 2.2.3-2 に示
す。表のうち No.35 の長峰墓地に関しては，その周辺を含めて住家被害データがすべて未調査・
不明となっているため評価から除いた。墓石の転倒震度 K および住家全潰率 Y ともに評価され
た地点数は合計 54 点であった。 
 
（4）兵庫県南部地震による K－Y 関係 
 





 )](2[100 0KKhY   (2.2.3-5) 
 ここで単純線形回帰モデル， 











を代入した回帰分析を行う。ここに iY と iK は分析の対象とする平均値（図 2.2.3-4 の黒丸）であ












 計算の結果，K0=0.70，h=3.31 と算定された。決定係数は R=0.966 であった。このようにして
求めた兵庫県南部地震の正規分布関数が図 2.2.3-4 の太線であり，1948 年福井地震に関する既往




他（1951）は 11 地点の K－Y 関係から，また高橋（1951）は 45 地点の値を震度K=0.05 ごとに
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 なお，評価地点の支配面積（半径 250m の円）の妥当性を確認するため，別に半径 500m の場
合と評価地点の町丁目の全潰率を用いて同様の計算を行った。両者の結果を図 2.2.3-5 に示す。





るという方針をとり，半径 250m の円を全潰率の評価範囲に設定することとした。 
 図 2.2.3-4 から以下のことが言える。 
 





② 兵庫県南部地震の K0=0.70 は，福井地震の結果に対して 1.4～1.6 倍である。すなわち，墓
石の転倒震度 K によって評価される木造住家の標準的な耐震力は，福井地震当時に比較し
て 50%前後増加したと言える。一方，耐震力の一様さを表す h の値は減少傾向にある。兵
庫県南部地震の h=3.31 は，福井地震に対して最も小さい評価である宮野（1984）の結果
（h=5.59）と比べても 6 割程度である。 
 
 なお，先の 1.3.1 項では墓石の転倒率 Q から地動速度 PGV を求め，上記と同様の方法によっ
て兵庫県南部地震の PGV－Y 関係を求めている。 
 





があることも事実である。兵庫県南部地震における K0の増加と h の減少は，このことを定量的
に表したものと理解される。 




K0と h の値を一覧する。このうち村松（1961）による K0と h の値は図から読み取った。同一の








のばらつきや被災度判定の不確定さなども考慮に入れると，1952 年十勝沖地震までの K－Y 関係
は全般的に同様の傾向にあると言って良さそうである。 





 一方，兵庫県南部地震に対して求めた K－Y 関係は，その他の地震と比較して明らかに異なる
傾向を示している。標準耐震力 K0=0.7 は過去の地震の 1.4～1.6 倍と大きく，建築基準法の普及



































図 2.2.3-1 墓石の転倒震度 K と転倒率 Q の関係。各地震の Q－K 関係は宮野（1984）の評価結








































































































表 2.2.3-1 安念寺田中墓地周辺の住家被害データ 
 
総住家数 全壊・大破 焼失 未調査 面積率 総住家数 全壊・大破 焼失 未調査
甲南町1丁目 33 6 0 5 1.0000 33.00 6.00 0.00 5.00
甲南町2丁目 20 11 0 3 0.8508 17.02 9.36 0.00 2.55
田中町1丁目 133 92 0 8 0.2734 36.36 25.15 0.00 2.19
田中町2丁目 155 105 0 6 0.1558 24.16 16.36 0.00 0.94
本山中町4丁目 277 208 2 10 0.0021 0.60 0.45 0.00 0.02
本山南町4丁目 34 22 0 9 0.3341 11.36 7.35 0.00 3.01
本山南町5丁目 45 21 0 1 0.6692 30.11 14.05 0.00 0.67
本山南町9丁目 72 46 0 3 0.7532 54.23 34.65 0.00 2.26
魚崎北町5丁目 122 34 50 8 0.1107 13.50 3.76 5.53 0.89





表 2.2.3-2(1) 1995 年兵庫県南部地震による墓石の転倒震度と住家全潰率。表の記号は Q，K=墓
石の転倒率と転倒震度，n，Hd，Bd，Ud，Nd=評価地点から半径 250m 以内の町丁目数，木造
住家の全壊・大破棟数，焼失棟数，未調査棟数，全棟数，hd，Y=木造住家の全壊・大破率，
全潰率を表す。このうち Q は Takemura and Tsuji（1995）および藤本・他（1995）による。ま
た Hd，Bd，Ud，Ndは建築研究所（1996）のデータから求めた。（本文参照） 
 










1 本興寺 尼崎市 開明町3丁目 4 0.15 15 3.41 0 39.41 314.40 1.24 0
2 全昌寺 開明町3丁目 3 0.14 14 3.54 0 43.30 322.85 1.27 0
3 芦屋市霊園 芦屋市 剣谷 80 0.43 3 0.86 0 8.58 47.21 2.22 0
4 安養寺 中央区 楠町7丁目 60 0.37 9 17.20 0 16.03 139.77 13.90 5.76
5 春日野墓地 中島通5丁目 2 0.12 16 0 0 41.85 233.07 0 0
6 追谷墓園 神戸港地方 2 0.12 4 0.02 0 1.70 24.54 0.07 0
7 安念寺田中墓地 東灘区 甲南町1丁目 95 0.52 9 117.13 5.54 17.52 220.33 59.37 43.54
8 中勝寺 御影町郡家 90 0.48 4 117.83 7.06 77.61 376.07 40.44 25.26
9 本庄墓地 深江北町5丁目 95 0.52 8 41.02 0 10.75 135.11 32.98 19.06
10 石屋墓園 御影西平野 85 0.45 11 50.30 0 24.98 207.45 27.56 14.91
11 御影霊園 御影山手1丁目 5 0.16 6 14.73 0 56.46 240.68 8.00 2.39
12 野寄墓地 西岡本3丁目 70 0.40 6 86.52 0 29.67 322.24 29.57 16.41
13 鬼塚墓園 住吉東町3丁目 98 0.56 8 217.65 0 52.82 561.67 42.77 27.32
14 住吉霊園 住吉台 30 0.29 5 0 0 71.95 71.99 0 0
15 魚崎墓園 魚崎北町4丁目 90 0.48 9 191.27 0 51.27 428.80 50.66 34.68
16 阿弥陀寺 兵庫区 中之島2丁目 55 0.36 11 5.66 0 4.51 40.43 15.75 6.89
17 馬場墓地 馬場町 80 0.43 8 14.86 0 37.71 556.51 2.87 0
18 福厳禅寺 門口町 80 0.43 15 70.23 0.59 32.76 218.47 37.94 23.12
19 願成寺 松本通2丁目 99 0.59 21 85.38 82.86 22.39 375.43 31.60 17.97
20 八王寺(*1) 羽坂通2丁目 95 0.52 17 127.32 1.41 34.93 272.76 53.85 37.84
21 宝地院 荒田町3丁目 50 0.34 6 92.54 0 24.56 688.08 13.95 5.79
22 石井墓地 天王町1丁目 0 0 13 7.41 0 9.41 205.00 3.79 0.20
23 金光寺 西仲町 75 0.41 17 58.37 0 40.13 233.17 30.24 16.92
24 真光寺 松原通1丁目 75 0.41 14 10.15 0 4.06 56.67 19.30 9.15
25 高松墓地 高松町 30 0.29 7 1.47 0 0.80 6.71 24.85 12.94
26 藤之寺 兵庫町1丁目 90 0.48 16 95.23 5.09 21.03 238.57 44.82 29.17
27 本泉寺 伊丹市 伊丹2丁目 25 0.27 8 9.37 0 128.51 381.03 3.71 0.17
28 昆陽寺 寺本2丁目 80 0.43 9 24.19 0 54.58 319.99 9.11 3.00




表 2.2.3-2(2) 1995 年兵庫県南部地震による墓石の転倒震度と住家全潰率（続き） 
 










30 十善寺 灘区 一王山町 80 0.43 6 0.48 0 22.87 62.30 1.23 0
31 慶光寺 篠原中町1丁目 85 0.45 16 47.38 5.19 17.88 243.86 21.46 10.59
32 祥龍寺 篠原北町3丁目 2 0.12 8 1.71 0 37.98 149.92 1.53 0
33 高羽墓地 桜ケ丘町 70 0.40 11 11.48 0 18.23 122.20 11.04 4.08
34 善光寺 桜ケ丘町 50 0.34 12 15.21 0 18.15 143.60 12.12 4.71
35 長峰墓地 篠原 5 0.16 5 0 0 31.56 31.56 － －
36 長田墓地 長田区 西山町2丁目 70 0.40 19 84.00 0 30.14 576.62 15.37 6.65
37 上鳴尾墓地(*2) 西宮市 上鳴尾町 40 0.31 4 8.73 0 29.88 452.60 2.07 0
38 段上墓地(*3) 段上町4丁目 60 0.37 5 29.60 0 47.27 300.24 11.70 4.46
39 極楽寺 瓦林町 90 0.48 5 17.28 0 19.19 305.19 6.04 1.35
40 豊乗寺 広田町 90 0.48 5 120.93 9.37 12.52 355.14 36.29 21.74
41 浄願寺 津門呉羽町 85 0.45 7 50.85 0 37.02 420.79 13.25 5.37
42 甲山墓園 甲陽園目神山町 30 0.29 6 0 0 24.37 186.80 0 0
43 海清寺 六湛寺町 65 0.38 10 32.76 0.27 33.80 108.92 43.76 28.21
44 満池谷墓地 奥畑 60 0.37 4 9.78 0 14.70 149.74 7.24 1.98
45 森具墓地 郷免町 90 0.48 7 173.13 2.88 19.02 435.89 41.82 26.47
46 西安寺 産所町 90 0.48 8 83.54 0 13.96 229.05 38.84 23.88
47 上田墓地 上田東 10 0.20 5 0 0 2.43 93.49 0 0
48 妙法寺 須磨区 妙法寺 20 0.25 3 0 0 6.28 54.67 0 0
49 須磨寺 須磨寺町4 丁目 20 0.25 6 3.16 0.04 4.98 171.15 1.90 0
50 鷹取墓地 行平町2丁目 95 0.52 18 64.59 0 4.82 137.28 48.77 32.85
51 平林寺 宝塚市 社町 30 0.29 5 3.10 0 60.33 338.77 1.11 0
52 本妙寺 小浜5丁目 6 0.17 8 10.99 0 98.40 642.35 2.02 0
53 法性寺 伊孑志2丁目 0 0 5 0.81 0 100.94 475.30 0.22 0
54 今里町墓地 今里 97 0.55 8 54.01 0 43.68 305.92 20.60 10.01







































図 2.2.3-4 兵庫県南部地震による墓石の転倒震度 K と住家全潰率 Y の関係。白丸は各評価地点















































































図 2.2.3-6 墓石の転倒震度 K と住家全潰率 Y の関係 
 
表 2.2.3-3 標準耐震力 K0と耐震力の一様指数 h 
地 震 （評価者）  引用文献  K 0    h
1891年濃尾  （大森） 物部（1926） 0.4 15.9
　同上  （村松） 村松（1961） 0.43 12.63
1914年秋田仙北 （今村） 物部（1926） 0.47   8.0
1923年関東  （物部） 物部（1926） 0.475 10.0
　同上  （宮野） 宮野（1984） 0.49   7.55
1948年福井  （高橋） 高橋（1951） 0.49 19.9
　同上  （谷口・他） 谷口・他（1951） 0.42   7.5
　同上  （宮野） 宮野（1984） 0.48   5.59
1952年十勝沖  （宮野） 宮野（1984） 0.484   8.623






 すでに述べたとおり，気象庁震度Ⅶ（激震）はそれまでの 0（無感）～Ⅵ（烈震）の 7 階級に
対し，1948 年の福井地震の被害をふまえてその翌年の 1949 年に新たに追加された最高位の震度
階級である。震度Ⅶは「家屋の倒壊が 30 パーセント以上に及び，山崩れ，地割れ，断層などを
生じる」と定義づけられていることも前に述べた。一方でこれまで見てきたとおり，兵庫県南部






1948 年福井地震において全潰率 Y=30%を与えた震度 K は谷口・他（1951）で K=0.37，宮野（1984）
で K=0.41，高橋（1951）で K=0.47 となる。これらの地震動強さによって生じる兵庫県南部地震
の全潰率 Y はそれぞれ Y=6.4%，9.3%，14.6%となり，平均して 10%程度と計算される。これら
のことから，気象庁震度階の定義に対して木造住家の耐震性の時代的変化を考慮すると，兵庫県




 兵庫県南部地震の住家全潰率と気象庁震度Ⅶの分布を比較して図 2.2.4-1 に示す。また上記の
































 気象庁による震度 I=Ⅶの調査方法についての議論はさておき，上記の事実が結果的に震度 I=
Ⅶの決定に有効に作用したものと考えられる。ここでの検討は，1995 年兵庫県南部地震に対し

































































































2.3 1923 年関東地震の震度分布と地盤条件 
 
































～22Ma，22Ma～65Ma とし，さらに第四系について 0.018Ma，0.15Ma，0.7Ma を境界とする 4
区分，新第三系について 7Ma，15Ma を境界とする 3 区分，古第三系について 32Ma，40Ma，52Ma
184 
を境界とする 3 区分に分けている。このうち第四紀の 0.018Ma と 0.15Ma はそれぞれ後氷期海進
の開始時期および最終間氷期にあたる下末吉海進の開始時期に相当する［鹿野（1995）］。これら
の区分は通常の標準地質年代［地学団体研究会（1996）］とはやや異なるが，図 2.3.1-2 では簡単
のため，0.018Ma 以前を完新世，0.018～0.15Ma を後期更新世，0.15～1.7Ma を前・中期更新世，
1.7～22Ma を新第三紀，22Ma～65Ma を古第三紀と表した。中生代に関しては，標準地質年代と






















探査によって各層の P 波速度を求めており，先新第三系基盤 5.5km/s，三浦層群相当層 3km/s 程
度，上総層群相当層 2km/s 程度，下総層群相当層 1.7km/s 程度と評価している。さらに最近にな
って大規模な地殻構造調査が行われており，纐纈・他（2004）は房総半島を縦断する測線の平均
的な S 波速度構造を，基盤 3km/s，三浦層群 1.6km/s，上総層群 1.0km/s，また木更津南方の保田
層群 1.8km/s と評価している。 





ある。東京低地は厚さ 30～50m の七号地層とその上位にある最大層厚約 50m の有楽町層が埋没
谷を埋めている。こうした沖積層の 2 段構造は，間に侵食期をはさむ 2 度の海進を反映したもの
であり，関東地方の他の低地にも共通する層序である［大森・他（1986）］。これらの地層は主に
砂礫，砂層，粘土層の互層から成り，工学的に軟弱な地盤を構成している。 




































































































































































































































































































生じた地域を重ね書いたものを図 2.3.2-2(a)～(c)に示す。図の(a)は震度 7 の地域，(b)は震度 6 強
以上の地域，(c)は震度 6 弱以上の地域を重ね書いている。また図 2.3.2-3 には震源域直上の震度
分布に完新世および後期更新世の地質境界を重ね書いて示す。 
 震源断層面直上にある神奈川県の相模川低地，酒匂川低地，千葉県の館山低地などの沖積低地
では，それら低地部の大半が震度 7 に達しており，さらに周辺の台地・丘陵地にも震度 7 の地域
が現れている。これらの地域の直下では相模トラフから沈み込むフィリピン海プレートの深度が
10km 前後と浅く［Ishida（2002）］，かつ関東地震においては小田原付近と三浦半島付近で 2 つの
大きなすべりが生じたと推定されている［Kim（1989），野澤・他（1995），Wald and Somerville










沖積低地では，台地との境界をトレースするように震度 6 弱以上が生じており，震度 6 強となっ
た地域も多い。さらには場所によって震度 7 に達したところもある。 
 このように 1923 年関東地震の震度分布は，震源断層に近い沖積低地においては大部分で震度
7 に達し，洪積台地でも多くの地域で震度 6 強以上の強い揺れが生じた。これに対し震源から離




































































図 2.3.2-1 1923 年関東地震の震度分布（上）と南関東地方の地質（下）（ともに再掲） 
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図 2.3.2-2(1) 高震度地域と地質分布の重ね書き 
（b）震度 6 強以上の地域 
（a）震度 7 の地域 
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図 2.3.2-2(2) 高震度地域と地質分布の重ね書き（続き） 















































































































































台地上の K=0.18 は横田・他（1989）による A=190cm/s2に対応する値と言える。この検討によっ
て，関東地震による東京市の地震動強さを把握するとともに，墓石の転倒震度が地震動強さの適
切な指標となり得ることがわかった。 
 続く 2.2.3 項では，1995 年兵庫県南部地震の墓石の転倒震度 K と住家全潰率 Y の関係を求め，
1891 年濃尾地震以降の地震と比較することで，住家の耐震性能の時代的変化を定量的に評価し
た。その結果，1952 年十勝沖地震までの K－Y 関係はほぼ同様の傾向にあるが，1995 年兵庫県





建築基準法普及以前の地震に関しては K0=0.4～0.5 の範囲にあるが，兵庫県南部地震では K0=0.7
と有意に大きい。その一方で，耐震力の一様さを示す h の値は兵庫県南部地震で h=3.3 と他の地
震より小さく，老朽住家の存在などが耐震性能のばらつきを大きくしていることもわかった。 
 以上の結果に基づき，2.2.4 項では気象庁震度の連続性について確認した。既往の研究によれ















な観点から本節では 1923 年関東地震の震度分布と地盤条件との関係をさらに検討した。 


















 次に 2.3.2 項では，関東地震の震度分布と南関東地方の地形や地質を比較することで，両者の
対応関係を検討した。震源断層に近い沖積低地においては，神奈川県南部及び房総半島先端など
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る。そこで，続く 3.3 節では，1995 年兵庫県南部地震の住家全潰率と死者発生率の関係を求め，
その傾向を兵庫県南部地震と同様の内陸地殻内地震である1891年濃尾地震および1948年福井地
震と比較する。 










的な検討も必要である。わが国の代表的な内陸地震である 1891 年濃尾地震，1948 年福井地震お














面の火の海となった。約 2 万坪に避難民 4 万人いうことは，1 人あたり畳 1 枚の窮屈さである。
そこかしこに積み上げられた荷物や大八車が避難をさらに混乱させ，極限状態となったことは想







地域性を考慮して 1 世帯 1 住家と考えれば，この数は 93,421 棟と見ることができる。また 1995
年兵庫県南部地震の全壊住家数として国土庁（1995）は 100,209 棟を報告しているが，本論 1.3
節で述べたように構造的な全潰に限ればその半数以下と推定される。関東地震の全潰住家棟数は，




域にも当てはめ，全体の圧死者数を 1 万 5 千人内外と概算している。この数はすでに 1891 年濃

















る社員・工員の死者数が，神奈川県保土ヶ谷町 465 名，川崎町 224 名，平塚町 144 名，足柄村
135 名，東京府王子町 133 名，静岡県小山町 123 名など多数記録されている。これらの工場など
の被害に伴う死者数を，大正震災志から抜き出して表 3.2.1-1 にあげる。当時の工場は昼夜 2 交
代制であり，犠牲者の多くは就寝中あるいは移動中の女工であった。例えば保土ヶ谷町の富士瓦
斯紡績では煉瓦塀が倒潰し，食事後に職場に就くため工場間の廊下を移動中の職工 453 名と社員





 表 3.2.1-1のうち，東京府南葛飾郡吾嬬町の東京モスリンにおける死者数十名を 50名とみなし，
豊多摩郡淀橋町大字角筈浅田銀行の死傷数人から死者数を 2 名，また北多摩郡中神村西川製糸工
場の死傷 3 名から死者数を 1 名とそれぞれ推定すると，工場等での死者数は総計 1558 名を数え
る。ところが東京府の亀戸町，南綾瀬村，蒲田町ではデータベースの死者数計 18 名より多い合
計 71 名が工場等の被害による死者数として記録されている。特に亀戸町ではデータベースの死






















 それぞれの市区町村の全潰世帯数は先の 1.2.4 項で求めたが，全潰世帯の人口については正確
なデータが得られていない。そこで各市区町村の全潰世帯人口を，それぞれの世帯数 Ni と人口
Piおよび全潰世帯数 Hiから推定した。市区町村の範囲内で一世帯あたりの人口に地域的偏りが
少なく平均値 Pi / Niで評価できるとすれば，全潰世帯人口 Siは次のように表せる。 
 iiii HNPS  )/(  (3.2.1-1) 
 また世帯全潰率 Yiは Yi = Hi / Niで与えられるので，Siは次式でも求めることができる。 
 iii PYS   (3.2.1-2) 
 焼失+流失+埋没率が全潰率の 1/10 以下の市区町村について，全潰世帯人口 Siと死者数 Diを集
計するとSi=297,564，Di=4,861 が得られた。この結果から，全潰世帯における死者発生率の平
均値はDi / Si =1.634%と評価される。すなわち住家が全潰した世帯では約 60 人に 1 人の割合で
死者が生じたことになる。一方，全潰世帯の人口と世帯数を集計するとそれぞれPi=3,762,730，
Ni=742,390 となり，一世帯あたり人口の平均値は 5.1 人となる。また全潰世帯数はHi=56,833
であり，これらの地域の HD 比（ただし H は全潰世帯数）はHi / Di =11.7 と得られる。この
HD 比からは，死者発生の割合が死者 1 名あたりの全潰世帯人口として 5.1×11.7=59.7 すなわち
約 60 人に 1 人と求められ，先の値とよく一致する。さらに計算方法は多少異なるが，これらの
値は後の 3.3 節で示す 1891 年濃尾地震や 1948 年福井地震の 60～80 人に 1 人と調和的である。 
 図 3.2.1-1 は，各市区町村の Di / Siを平均値 1.634%で分け，それぞれの地域の住家全潰による
死者発生率の高低を示している。赤い斜線は焼失+流失+埋没率が全潰率の 1/10 を超えた地域で
ある。これらの地域では住家全潰以外の被害による死者数も Diに含まれているため，平均値よ
り高い値の Di / Siを示すところが多い。一方，揺れによる被害が支配的な斜線部以外の地域につ
いて見ると，神奈川県の相模平野や足柄平野における死者発生率は低く，丹沢山地，多摩丘陵か
ら三浦半島，房総半島先端などで高い傾向が認められる。 
 さらに，全潰世帯における死者発生率の平均値のDi / Si =1.634%を用いることで，各市区町
村での住家全潰による死者数 D0iを次のように推定できる。 
 iii PYD  01634.00  (3.2.1-3) 
 図 3.2.1-2 は，焼失+流失+埋没率が全潰率の 1/10 以下の市区町村について実際の死者数 Diと
上式による推定値 D0iの比を求め，世帯全潰率 Yiとの関係を示したものである。実線で結んだ黒
四角は，Yi=10%ごとに死者数の実数と推定値および世帯数と全潰世帯数を集計し，その値から











Di / D0iと YBiの関係は火災の規模に伴う死者数の増加率を表すものと理解される。名前を併記し




 Biii YDD  5.1)/log( 0  (3.2.1-4) 
 つまり図 3.2.1-3 は，火災の規模に伴って死者の発生数が指数関数的に増加する傾向を表して
いる。平均的に見ると，世帯焼失率 YBiが 30％までの地域における死者数 Diは，火災がない場
合に予想される D0iの 2～3 倍程度である。これに対し焼失率が高い地域の死者数は YBiに伴う急
激な増加傾向を示しており，YBiが 80%を超えるような大規模火災地域では火災がない場合の実
に 20～30 倍という大量の死者が発生したと推定される。 





表 3.2.1-1 工場などの被害に伴う死者数［内務省社会局（1926）］ 
府　県 郡 市町村 工場等 被害の内容 死者数
東京府 北豊島郡 南千住町 大日本紡績橋場工場 一部破壊 7








岩淵町 小口組製糸工場 工場全潰 25
南葛飾郡 吾嬬町 東京モスリン 工場2箇所倒潰 数十名
亀戸町 東洋モスリン 工場3箇所倒潰 39
日清紡績 数棟倒潰 26
日立鉱山製作所 倒潰 2
隅田村 鐘ヶ淵紡績 工場2箇所倒潰 7
寺島村 隅田工業 7棟倒潰 1
南綾瀬村 小菅刑務所 工場その他建物全半潰 3
南足立郡 千住町 大字中組日本製靴 工場・社宅倒壊 2
大字中組日本皮革 工場倒潰 3
大字中組東京ゴム 工場各所の破壊 6
西新井村 東京紡績西新井工場 工場崩潰 43
梅島村 村役場 倒潰 1
荏原郡 入新井町 東京瓦斯電気工業 半潰5棟 8
蒲田町 黒澤工場 全潰4棟 1
大崎町 本城鉄工所 全潰1棟 3
大森町 東京電燈六郷変圧所 半潰 3
東京電燈池上変圧所 全潰4棟 1
豊多摩郡 淀橋町 大字角筈浅田銀行 倒潰 死傷数人
北多摩郡 中神村 西川製糸工場 煙突崩壊 死傷3
神奈川県 橘樹郡 潮田町 旭硝子 倉庫・動力室等全潰 3
浅野造船所 煉瓦建倉庫2棟，動力室崩潰 2
田島町 日本鋼管 煉瓦建工場・倉庫等全潰 9
日本トラスコン鋼材 工場全潰 1
浅野セメント 作業場全潰 4
御幸村 明治精糖 工場全潰，一部焼失 8
川崎市 東京電気 事務室・研究所・倉庫全潰 65
富士瓦斯紡績 寄宿舎7棟全潰，煉瓦壁倒潰 154
日本蓄音機商会 工場主要部全潰 5
保土ヶ谷町 富士瓦斯紡績 工場中間の廊下煉瓦壁倒潰 454
日本絹撚 工場総全潰，残りたる建物なし 11
鎌倉郡 鎌倉町 鎌倉町役場 役場倒潰，ピストル誤発 2
戸塚町 戸塚町役場 倒潰，山崩れ 4
中郡 平塚町 相模紡績 寄宿舎倒潰，煉瓦壁倒潰 144
杏雲堂佐々木分院 23棟倒潰 3
須馬村 関東紡績 工場ほとんど全潰 2
足柄下郡 足柄村 小田原紡績 工場・付属建築物一切全潰 134
小田原製紙 事務所を除き建物総て全潰 1
千葉県 安房郡 船形町 東京市養育院 数棟全潰 11
北條町 旅亭吉野庵 郡の有志30名大広間で政談中倒潰 7
東葛飾郡 中山村 上毛モスリン 煉瓦壁倒潰 14
静岡県 駿東郡 小山町 富士瓦斯紡績 工場1棟全潰，2棟半潰，2棟焼失 123
埼玉県 北足立郡 大宮町 東京鉄道局工場 作業場数箇所倒潰，煙突崩壊 24
山丸製糸工場 倉庫全潰，煙突崩壊 4











































































































































図 3.2.1-2 非焼失・非流失・非埋没地域における死者数 Dとその推定値 D0の比。横軸は世帯全
























図 3.2.1-3 火災による死者数の増加傾向。横軸は世帯焼失率 YB，縦軸は死者の実数 Dと非焼失
（かつ非流失・非埋没）地域に推定される死者数 D0の比率 D/D0を表す。白丸は各市区町村
における YBと D/D0との関係，実線で結んだ黒四角はYB =10～20%ごとにデータを集計して














 焼失+流失+埋没率が全潰率の 1/10 以下の地域における死者数はすべて住家全潰によるものと
みなした。このような全潰地域は総計 781 市区町村にのぼる。そのうち全潰による死者が発生し
たと推定される地域は 380 箇所であり，そこでの死者数を合計すると 4,780 名となる。また焼失，
流失，埋没住家とともに全潰住家が生じていない 43 町村にも 81 名の死者が記録されている。前
に述べたとおり，このような地域では揺れによる住家半潰あるいは非住家全潰などによって死者
が発生したと考えられるため，この 81 名も全潰による死者数に加えた。 
 以上のとおり，住家全潰が支配的な地域における死者は合計 4,861 名にのぼる。表 3.2.2-1 に
は，全潰地域 781 市区町村および全潰住家が記録されていない 43 町村のデータを全潰率 Yiの範
囲ごとに集計して示す。死者数の欄の推定D0iは，先の住家全潰による死者発生率 D/S=1.634%










 iiBi DDD 0  (3.2.2-1) 
ここで D0iは住家全潰による死者数推定値であり，式(3.2.1-3)で与えられる。ただし D0iが実際の
死者数 Diを超えて推定される場合には D0i = Diとした。火災地域は 34 市区町村にのぼる。その
うち死者の発生していない千葉県長生郡白潟村と静岡県駿東郡玉穂村，および工場被害による死
者 16 名のみが生じた東京府南葛飾郡亀戸町を除くと表 3.2.2-2 に示す 31 市区町村であり，死者
217 
数はD0i =5,726，DBi=91,476 と集計された。 









 iBiiBiiiB PYHNPS  )/(  (3.2.2-2) 
ここで Piと Niは各市区町村の人口と世帯数，HBiと YBiは焼失世帯数と世帯焼失率である。なお
表の全火災地域における死者総数 D は流失・埋没がなく火災が発生した地域の工場被害による
死者を除く死者数を示しており，表 3.2.2-2 の当該死者数 97,202 名（=97,275－73）に焼失率 YBi
が全潰率 Yiの 0.1 倍以下の地域での全潰による死者数合計 1,661 名を加えた値を示している。焼
















 表 3.2.2-4 の日本橋区や京橋区では本所区と同様に大規模火災が発生したにも関わらず，死者
発生率の傾向は異なり DBi / SBiは 1%以下である。ところが表 3.2.2-3 の死者増加率 Di / D0iは各区







 iiFi DDD 0  (3.2.2-3) 
こうした地域は 14 町村あるが，そのうち死者の発生していない静岡県加茂郡稲取村と同県田方





 住家全潰に加え，焼失および流失・埋没被害が同時に，両者を合わせて全潰率の 1/10 以上の
規模で発生した地域は神奈川県に 7 町村ある。これらの地域については住家全潰および火災によ
る死者数を推定し，残りを流失・埋没による死者数 DFiと考えて次式で求めた。 





 式(3.2.1-4) における Diは，全潰と火災による死者数の和であることから Di = D0i + DBiを代入
すると次式となる。 
 BiiBi YDD  5.1)/1log( 0  (3.2.2-5) 
上式に住家全潰による死者数 D0i と当該町村の焼失率 YBi を代入すると，火災による死者数 DBi
が得られる。ところで式(3.2.2-5)では D0i=0 の地域に対して DBiが求められないことになるが，デ
ータベースの 7 町村にそのような地域は存在しない。このようにして推定した 7 町村の死者数を
表 3.2.2-6 に示す。死者数の集計値は，D0i=444，DBi=305，DFi=732 となった。 
 これら 7 町村のうち，神奈川県足柄下郡片浦村は山津波による流失・埋没被害が著名であり，





















発生は 1 府 5 県に及び，こうした災害は特定の地域に限った事例ではない。各地の工場が共通し
て耐震性に劣る労働環境にあったという地震当時の社会状況の一端が伺える。 
 図 3.2.2-5 には主な市区町村の死者数と被害要因を死亡率の分布とともに示す。死亡率は各地
の死者総数を人口で割って求めた。また表 3.2.2-7 は死者数データベースの府県別集計値を先に
求めた住家被害棟数とともに示す。火災による死者が 91,781 名と全体の 87%を占め，大量の人
的被害が生じた第一の原因が東京市や横浜市などで生じた大規模火災にあることがわかる。その
一方で住家全潰による死者も 1 割を超え，11,086 名にのぼる。この数は中村（1925）の概算値に
は至らないものの，過去の地震災害の中で極めて大きな値であることに変わりはない。また流











 表 3.2.2-7 あるいは付表 2 の死者数データベースからは，火災による死者は言うに及ばず，揺
れによる住家全潰あるいは流失・埋没からも膨大な数の犠牲者が生じたことがわかる。これらの
死者数を宇佐美（2003）がまとめた被害統計と比較すると，住家全潰による死者数 11,086 名だ





る死者数はそれぞれ 325 名および 688 名となる。津波による死者数は 1933 年三陸地震（3,064























Yi=0 43 43 36677 192085 0 81 81 0 0.00 0.04 －
0<Yi≦10% 606 209 590648 2985163 8890 1252 1122 709 1.51 0.04 1.58
10<Yi≦20% 66 62 71276 348390 9986 1250 740 806 14.01 0.21 0.92
20<Yi≦30% 33 33 24476 128800 6137 1041 574 528 25.07 0.45 1.09
30<Yi≦40% 24 24 15633 84877 5474 463 463 485 35.02 0.55 0.95
40<Yi≦50% 13 13 9396 50555 4304 440 301 377 45.81 0.60 0.80
50<Yi≦60% 5 5 8003 42075 4347 443 296 375 54.32 0.70 0.79
60<Yi≦70% 11 11 6648 36396 4184 268 268 374 62.94 0.74 0.72
70<Yi≦80% 13 13 8954 49236 6694 380 380 600 74.76 0.77 0.63
80<Yi≦90% 3 3 1326 7156 1123 77 77 99 84.69 1.08 0.78



























































全潰 焼失 総数 全潰 火災 工場等
東京府 荏原郡 大崎町 34036 7982 61 27 8 4 1 3
豊多摩郡 淀橋町 39609 9095 16 44 8 1 5 2
北豊島郡 南千住町 47447 12165 1957 3638 350 125 218 7
日暮里町 40900 10310 434 1737 36 28 8
三河島町 21526 5456 2169 1456 527 140 387
南葛飾郡 大島町 21277 4986 621 1400 6 6 0
吾嬬町 25623 6041 506 180 64 14 0 50
砂町 12046 2742 894 1360 20 20 0
東京市 麹町区 56117 11275 937 6484 137 76 61
神田区 143757 28503 3612 27601 1519 298 1221
日本橋区 123961 20981 174 21616 1189 17 1172
京橋区 137668 29271 220 29290 919 17 902
芝区 171854 36464 1242 16769 494 96 398
麻布区 86083 18746 721 185 185 54 131
赤坂区 55258 11387 819 1863 142 65 77
四谷区 68197 15383 127 642 103 9 94
小石川区 140471 31477 465 1201 254 34 220
本郷区 123055 26656 383 7106 320 29 291
下谷区 180510 42147 2126 33451 891 149 742
浅草区 251469 57971 6229 59192 3667 442 3225
本所区 248452 56768 12282 54781 54498 878 53620
深川区 173600 39850 5498 40743 4139 391 3748
神奈川県 横須賀市 横須賀市 67668 16150 7227 4700 665 495 170
鎌倉郡 腰越津村 4129 835 604 278 58 49 9
中郡 秦野町 10075 2053 556 271 21 21 0
足柄上郡 吉田島村 1288 260 2 1 8 0 8
愛甲郡 小鮎村 3650 646 63 7 1 1 0
足柄下郡 小田原町 22477 4779 2915 3384 280 224 56
早川村 2176 399 37 32 10 3 7
横浜市 横浜市 403586 93986 28169 62608 26623 1977 24646
千葉県 安房郡 船形町 5340 1211 869 340 133 63 59 11
合計 97275 5726 91476 73
世帯数
死者数被害世帯数




表 3.2.2-3 大規模火災地域における死者数増加率 
（注）世帯全潰率は全潰後焼失世帯を含む 
総数D 全潰D0 火災DB
日本橋区 0.83 100 1189 17 1172 69.9
京橋区 0.75 100 919 17 902 54.1
本所区 21.64 96.50 54498 878 53620 62.1















深川区 173600 39850 100 173600 4139 3748 2.16
浅草区 251469 57971 100 251469 3667 3225 1.28
日本橋区 123961 20981 100 123961 1189 1172 0.95
京橋区 137668 29271 100 137668 919 902 0.66
神田区 143757 28503 96.84 139208 1519 1221 0.88
本所区 248452 56768 96.50 239756 54498 53620 22.36
下谷区 180510 42147 79.37 143266 891 742 0.52
小田原町 22477 4779 70.81 15916 280 56 0.35
横浜市 403586 93986 66.61 268845 26623 24646 9.17
麹町区 56117 11275 57.51 32272 137 61 0.19
横須賀市 67668 16150 29.10 19693 665 170 0.86
船形町 5340 1211 28.08 1499 133 59 3.94
































表 3.2.2-6 複合被害地域における死者数の評価 
（注）全潰世帯数は全潰後に焼失あるいは流失・埋没した世帯数を含む 
全潰 流失埋没 総数 全潰 流失埋没 工場等
東京府 南多摩郡 恩方村 4457 808 2 1 6 0 6
神奈川県 中郡 大山町 1619 325 7 51 8 1 7
津久井郡 鳥屋村 1601 353 9 9 17 1 16
青根村 1191 249 12 5 1 1 0
足柄下郡 岩村 1769 357 77 43 67 6 61
福浦村 1017 183 22 5 22 2 20
千葉県 安房郡 富崎村 2674 592 17 70 1 1 0
静岡県 加茂郡 濱崎村 2783 601 25 3 2 2 0
田方郡 小室村 2930 559 4 56 7 0 7
伊東町 11786 2437 283 361 109 22 87
多賀村 2603 546 71 11 4 4 0
熱海町 7518 1508 181 163 92 15 77
合計 336 55 281 0
世帯数
被害世帯数 死者数
府県 郡 町村 人口
全潰 焼失 流失埋没 総数 全潰 火災 流失埋没 工場等
神奈川県 鎌倉郡 鎌倉町 17573 3677 2613 732 77 497 204 202 89 2
三浦郡 浦賀町 19412 4115 1645 148 33 307 127 17 163
逗子町 9079 1813 794 4 90 76 65 0 11
中郡 東秦野村 4510 728 129 1 14 31 13 0 18
足柄下郡 温泉村 2007 359 82 20 7 63 7 1 55
片浦村 4199 721 103 3 93 406 10 0 396
眞鶴村 3138 682 233 408 22 103 18 85 0
合計 1483 444 305 732 2
世帯数
被害世帯数 死者数


















































































































































































































神奈川県 63577 46621 54035 43047 35412 497 125577 5795 25201 836 1006 32838
東京府 24469 11842 29525 17231 176505 2 205580 3546 66521 6 314 70387
千葉県 13767 13444 6093 6030 431 71 19976 1255 59 0 32 1346
埼玉県 4759 4759 4086 4086 0 0 8845 315 0 0 28 343
山梨県 577 577 2225 2225 0 0 2802 20 0 0 2 22
静岡県 2383 2309 6370 6214 5 731 9259 150 0 171 123 444
茨城県 141 141 342 342 0 0 483 5 0 0 0 5
長野県 13 13 75 75 0 0 88 0 0 0 0 0
栃木県 3 3 1 1 0 0 4 0 0 0 0 0
群馬県 24 24 21 21 0 0 45 0 0 0 0 0
合　計 109713 79733 102773 79272 212353 1301 372659 11086 91781 1013 1505 105385
（うち）
東京市 12192 1458 11122 1253 166191 0 168902 2758 65902 0 0 68660
横浜市 15537 5332 12542 4380 25324 0 35036 1977 24646 0 0 26623



































全潰 焼失 流失 埋没 (津波) 総数 全潰 火災 津波 土砂災害 工場等
東京府 南多摩郡 恩方村 4457 808 2 1 6 0 6
境村 4302 785 52 1 6 6 0
神奈川県 鎌倉郡 鎌倉町 17573 3677 2613 732 77 77 497 204 202 89 2
三浦郡 田浦町 17381 3870 292 15 97 97 0
浦賀町 19412 4115 1645 148 33 307 127 17 163
北下浦村 3791 666 108 1 19 19 0
逗子町 9079 1813 794 4 90 90 76 65 0 11
南下浦村 6529 1127 96 1 3 3 8 8 0 0
中郡 大山町 1619 325 7 51 8 1 7
高部屋村 3579 634 170 1 7 1 1 0 0
東秦野村 4510 728 129 1 14 31 13 0 18
北秦野村 3149 518 127 11 16 16 0
津久井郡 鳥屋村 1601 353 9 2 7 17 1 16
青根村 1191 249 12 5 1 1 0
足柄下郡 湯本村 2792 534 52 1 4 19 19 0
温泉村 2007 359 82 20 7 63 7 1 55
宮城野村 1592 325 32 2 17 17 0
仙石原村 642 128 15 1 0
片浦村 4199 721 103 3 2 91 2 406 10 0 9 387
岩村 1769 357 77 32 11 32 67 6 45 16
眞鶴村 3138 682 233 408 19 3 19 103 18 85 0 0
福浦村 1017 183 22 5 22 2 20
吉濱村 3179 602 288 2 1 2 22 22 0 0
千葉県 安房郡 西岬村 4175 832 107 1 1 10 10 0
富崎村 2674 592 17 70 70 1 1 0
静岡県 加茂郡 稲取村 5526 1085 15 19 19 0
濱崎村 2783 601 25 3 3 2 2 0
田方郡 小室村 2930 559 4 56 56 7 0 7
伊東町 11786 2437 283 361 361 109 22 87
宇佐美村 3586 646 40 111 111 0
多賀村 2603 546 71 10 1 10 4 4 0 0
熱海町 7518 1508 181 163 163 92 15 77
駿東郡 北郷村 4128 709 318 1 3 33 33 0 0
小山町 13227 2965 447 4 153 30 0 123
合計 2220 777 305 325 688 125
世帯数
被害世帯数 死者数




 前節 3.2 では 1923 年関東地震の死者数を被害要因別に推定した。この結果を被害予測さらに
は地震防災に役立てるためには，現代都市における人的被害の特性を調べておく必要がある。こ
うした観点から，本節では 1995 年兵庫県南部地震の人的被害について過去の地震と比較する。 








 地震による人的被害の大きさを端的に示す指標として，死者 1 人あたりの全損戸数で定義され
る HD 値がある。松田（1996）は明治期以降に発生した内陸地震について，建築基準法の施行以
前は大きくても 10 程度であった HD 値が，その後は数十に増加したことを示した。その一方で，





















震および 1948 年福井地震と比較する。時代の異なるこれら 3 地震について人的被害の傾向を横
並びに示すことで，現代の都市における人的危険度が明らかとなる。さらにこうした検討は，過
去の地震の人的被害データを現代の都市に予想される被害に翻訳する役割も果たし得る。 













学・地震工学の発展に大きく貢献したことは第 1 章で述べたとおりである。 
 1948 年福井地震は，戦災復興に邁進していた 1948 年（昭和 23 年）6 月 28 日の午後 5 時 13
分（当時は夏時間が採用されていたため，実際は午後 4 時 13 分）に福井平野を襲ったマグニチ
ュード 7.1 の地震である。平野内部に地割れ等が認められたものの，地表に明瞭な地震断層は現
れていない。一方で地震前後の三角測量データの比較から，福井平野の東部をほぼ南北方向に走
る福井地震断層が推定された［Nasu and Rikitake（1950）］。Kanamori（1973）は Omote（1950）













 1995 年兵庫県南部地震の住家被害データと人的被害データは，先の 1.3 節で整理した町丁目単
234 



















のうち，竹山・他（1951）が報告した国家警察調査，昭和 21 年（注：23 年の誤植と思われる）














れの地震の発生時刻についてみると，濃尾地震は午前 6 時 38 分，福井地震は午後 5 時 13 分（夏






























の全壊・大破率 hdi(%)から全潰率 Yi(%)に変換し，濃尾・福井地震の全潰率と整合させている。 
 20051.046.061.1 didii hhY   (3.3.1-1) 
ここで全壊・大破率 hdi(%)は，低層独立住宅の全壊・大破棟数 Hdi，全棟数 Ndi，焼失棟数 Bdi，
未調査・不明棟数 Udiから次のように求めている。 
 100)(  dididididi UBNHh  (3.3.1-2) 
 一方，死亡率は各地域の人口に占める死者数の割合とした。ただし兵庫県南部地震の死者数は
住宅の種類で分離できないため，その中には集合住宅における死者数も含まれている。 














て調べる。図 3.3.1-3 は，横軸の全潰率 Yを 10%ごとに区切り，各全潰率レベルの住家被害が生
じた地域の人口 P と死者数 D を集計して棒グラフで表わしたものである。わかりやすくするた
め，死者数 D は 50 倍して表示した。また死者数 D を人口 P で割った平均的な死亡率 F を折れ
線で示している。 
 図のうち人口 P は，各全潰率の被害規模が生じた地域の相対的な多さを人口で表わしたもの
と見ることができる。濃尾地震の P は全潰率 Y=0～100%の地域全般でほぼ同程度の値を示すこ
とから，様々なレベルの住家被害が広い範囲にわたって一様に生じたことがわかる。これに対し，
福井地震では Y<10%を除き 50%以上の全潰率が生じた地域が多く，大被害が被災地域の大半に
集中して発生した状況が理解できる。このように全潰率 Y に対する人口 P の分布が濃尾・福井
地震で異なるにも関わらず，両地震の死者数 D は全潰率 Y に対して類似した増加傾向を示して
いる。次に死亡率 F を見ると，福井地震では Y<40%の範囲でほぼ一定の値をとり，その後は線
形に増加する。濃尾地震の死亡率 F は Y<50%の地域においても緩やかな増加が認められるが，
大まかに言うと濃尾地震と福井地震の死亡率 F はよく似た特徴を示している。すなわち，全潰




 これらに対し兵庫県南部地震では，全潰率 Y と人口 P の関係から見ると住家被害の比較的小
さい地域が多く，Yが 50%を超えるような大規模な被害は一部の地域にのみ発生したことがわか
















































図 3.3.1-2 内陸地震の住家全潰率 Yと死亡率 Fの関係。火災地域を除いた Yと Fの関係を示し







































































図 3.3.1-3 住家全潰率 Yごとの地域で集計した人口 Pと死者数 D（棒グラフ，左目盛）およ



























 前項 3.3.1 では，1891 年濃尾地震，1948 年福井地震および 1995 年兵庫県南部地震に関する住
家全潰率と死亡率の関係を求め，兵庫県南部地震の死亡率が全般的に高い傾向を指摘した。以下
ではさらに，全潰住家内の被災者数すなわち全潰世帯人口を推定し，その値に対する死者の発生
率を求めることで，これら 3 地震についての死亡危険度を評価する。 
 濃尾地震および福井地震による全潰世帯人口 Siは，3.2 節で行った 1923 年関東地震における
推定方法と同様に各市町村の住家全潰率 Yiと人口 Piを用いて次のように求めた。 
 iii PYS   (3.3.2-1) 
前に示したとおり，上式は一世帯あたりの人口に全潰世帯数を乗じたことに相当する。 
 一方，兵庫県南部地震では集合住宅の被害が少なくないため，被害を受けた独立住宅および集
合住宅の被災者数 Sdiおよび Saiをそれぞれ式(3.3.2-2)と(3.3.2-3)のように推定した。 
 diiidiididdi NNPPPhS  )/(,  (3.3.2-2) 
 diiaiiaiaai PPPPhS  ,  (3.3.2-3) 
ここで Pdiと Paiはそれぞれ各町丁目における戸建住宅と集合住宅の人口であり，人口 Pi，世帯
数 Ni，戸建住宅総数 Ndiから推定した。その際に，戸建住宅と集合住宅で一世帯当たりの人口の











均値 Pi / Niで評価できることが仮定されている。 










囲で D/S=0.012，高い範囲で D/S =0.017～0.018 となっている。すなわち全潰した住家では，それ
ぞれ居住者の約 80 人および約 60 人に 1 人の割合で死者が発生したことになる。これに対し兵庫
県南部地震の死亡危険度は，全潰率の低い地域で D/(Sd+Sa)=0.024 すなわち全潰世帯人口の約 40
人に 1 人，また高い地域では D/(Sd+Sa)=0.038 すなわち全潰世帯人口の 30 人弱に 1 人の割合で死
者が発生したと推定される。このように，兵庫県南部地震における住家倒潰による死亡危険度は，































































図 3.3.2-1 住家倒潰による死亡危険度の比較。横軸は戸建住宅全潰率 Yであり，縦軸の死亡危険
度は全潰世帯人口 Sあるいは Sd+Sa（Sd：戸建住宅，Sa：集合住宅）に対する死者数 Dの比率
で定義した。白丸は各地域の値，黒四角はY=10%ごとにデータを集計した値，実線は集計結






















を見ると，神戸港工事事務所では最大加速度 502cm/s2 および最大速度 103cm/s の水平動が，また

























 前項までの検討から，兵庫県南部地震に評価される死亡危険度は濃尾・福井地震の 2 倍以上に
高いことがわかった。以下ではその原因について考察する。 








険度が濃尾地震や福井地震の 2 倍という分析結果は，太田・他（1983）による評価値の 1.4 倍よ
り大きいが調和的と言える。 
























 また，地震被害の様相は被災地域の社会背景と密接に関わっている。検討の対象とした 3 地震
はそれぞれ約 50 年という時代の間隔があり，被害の発生状況など質的な問題を検討するには地























 概要に続く 3.2 節では，1923 年関東地震によって発生した人的被害について住家倒潰，火災，
津波・土砂災害など種々の被害要因との関連性を調べ，それぞれの要因による死者数を推定した。 







 次に，この数を除く 103,880 名の普通世帯における死者の発生率について，住家全潰率および
焼失率との関係を求めた。住家の焼失+流失+埋没率が全潰率の 1/10 以下の市区町村における死
者数は住家全潰によって生じたものとみなすと，全潰世帯の死者発生率は 1.634%と評価された。
すなわち住家が全潰した世帯では，約 60 人に 1 人の割合で死者が発生したものと推定された。
火災被害との関係については，流失・埋没被害のない市区町村において発生した死者数 D と，



































 上記 3.2 節で評価された被害要因別の死者数データを将来の地震の被害予測に活かすには，現
代の都市における人的被害の発生危険度について知る必要がある。そこで 3.3 節では 1995 年兵
庫県南部地震の際の住家倒潰による死者発生率を求め，その傾向を 1891 年濃尾地震および 1948
年福井地震と比較した。これら 3 地震は共通して内陸の地殻浅部で発生した地震であるが，時代
にはそれぞれ約 50 年の隔たりがある。従ってこの 3 地震の比較は，人的被害の発生危険度に関
する時代的変化を直接的に表すものと考えられる。 




















 続く 3.3.2 項では，3 地震の全潰世帯人口を推定し，その値に対する死者の発生率を求めるこ
とで，地震時の死亡危険度を評価した。3 地震に共通して，全潰住家内の死亡危険度は住家全潰
率 60～70%の地域を境に 1.5 倍に増加する傾向にあった。濃尾地震と福井地震は，全潰率が低い
地域において全潰世帯人口の約 80 人に 1 人，また高い地域において約 60 人に 1 人の割合で死者
が発生した。これに対し，兵庫県南部地震の死亡危険度はそれぞれ約 40 人に 1 人と 30 人弱に 1
人の割合であり，他の 2 地震の 2 倍以上に高く評価された。 




















Hamada H., R. Isoyama and K. Wakamatsu, 1995, The 1995 Hyogoken-nanbu (Kobe) earthquake, 
liquefaction, ground displacement and soil condition in Hanshin area, Association for Development of 
Earthquake Prediction, 194pp. 
飯田汲事，1985，明治 24 年（1891 年）10 月 28 日濃尾地震の震害と震度分布，飯田汲事教授論
文選集，東海地方地震・津波災害誌，pp.114-447 
井上公夫，2001，関東地震（1923）と土砂災害，月刊地球，Vol.23，No.2，pp.147-154 
地震調査研究推進本部地震調査委員会，2001，岐阜－一宮断層帯の評価（平成 13 年 1 月 10 日），
http://www.jishin.go.jp/main/index.html 
Kanamori, H., 1973, Mode of strain release associated with major earthquakes in Japan, Ann. Rev. Earth 
Planet. Sci., 1, pp.213-239 
活断層研究会（編），1991，新編日本の活断層－分布図と資料，東京大学出版会，437pp. 
Kawasumi, H., 1950, General description, The Fukui Earthquake of June 28, 1948, Report of the Special 







ータ－1 倍強震計記録の解析－，地震 2，52，pp.121-128 


















中村左衛門太郎，1925，関東大地震調査報告，震災予防調査会報告，第 100 号（甲），pp.67-140 
Nasu, N and T. Rikitake, 1950, Crustal deformations, The Fukui Earthquake of June 28, 1948, Report of 
the Special Committee for the Study on the Fukui Earthquake, pp.93-130 
日本建築学会，1964，新潟地震災害調査報告，550pp. 
日本建築学会，1984，1982 年浦河沖地震・1983 年日本海中部地震災害調査報告，436pp. 
日本建築学会，1996，1995 年兵庫県南部地震強震記録資料集，265pp. 
西村明儒・上野易弘・龍野嘉紹・羽竹勝彦・福永龍繁・溝井泰彦・井尻 巌・小川裕美・種子島






Omote, S., 1950, Aftershocks, The Fukui Earthquake of June 28, 1948, Report of the Special Committee 




鷺谷威，1999，1948 年福井地震（M=7.1）に伴う地殻変動と震源断層モデル，地震 2，52，pp.111-120 
杉崎隆一・柴田賢，2003，岐阜－一宮断層の再評価－平野部における断層の認定についての問題
点－，地震 2，56，pp.281-296 




























































にのぼり，全体で 105,385 名の死者・行方不明者が発生した。東京市 15 区について見ると，
住家全潰（全潰後焼失を含む）が 12,192 棟に対して焼失は 166,191 棟と膨大な数であり，
火災被害の実に約 78%が東京市に集中した。このような大規模火災が第一の原因となり，
人的被害の約 65%に及ぶ 68,660 名の犠牲者が東京市で発生した。また横浜市では約 25%の
26,623 名が犠牲となっており，あわせて 9 割以上の死者・行方不明者がこの両市で発生し
ている。 






約 28 万 3 千棟の被害棟数が過大評価と考えられる。 
⑦ また死者・行方不明者数についても，今村の被害調査表には矛盾点が認められる。それに
は東京府におけるかなりの数の行方不明者が死者数と重複して集計されている可能性が高






























の地域も認められる。死者数 20 名以上かつ死亡率 2%以上が発生した地域は，合計 22 町丁
目にのぼる。 
 


















② 1923 年関東地震による東京市の墓石の転倒震度 Kは，山の手の洪積台地上で K=0.18（気
256 










④ 気象庁震度Ⅶの下限を定義づける 1948 年福井地震の全潰率 Y=30%が生じた震度は K=0.4





















③ 一方，断層面から離れると震度は一般に 5 弱以下と低めになるが，埼玉県東部から東京湾
沿岸に連なる中川低地，荒川低地，東京低地などの震度は総じて高い。これらの沖積低地
















① 関東地震において，住家全潰による死者の発生率は 1891 年濃尾地震や 1948 年福井地震と
同程度であり，住家が全潰した世帯の約 60 人に 1 人の割合で死者が発生した。一方，火災
被害による死者発生率は火災規模に応じて指数関数的に増加し，焼失率が 80%を超えるよ






方で，住家全潰による死者数も全体の 1 割を超え，11,086 名にのぼる。この数はすでに 1891







て 1,505 名が犠牲になったことである。当時の工場は昼夜 2 交代制であり，犠牲者の多くは
就寝中あるいは昼食後に移動中の女工であった。寄宿舎の全潰や焼失，渡り廊下の煉瓦塀
の倒潰などが原因となっており，454 名の社員・工員が犠牲となった工場もある。こうした





① 1891 年濃尾地震，1948 年福井地震および 1995 年兵庫県南部地震における気象庁震度Ⅶの
地域の死亡率を比較すると，平均的に見て 3 地震とも約 0.5%以上である。つまり，同程度
の地震動強さで生じた兵庫県南部地震の全潰率が濃尾地震や福井地震の 1/3 程度であった
にも関わらず，死亡率に大きな差異はない。 







ある。住家全潰による死者の発生率は，濃尾地震と福井地震で約 80～60 人に 1 人と推定さ









































 一方，人的被害の分析からは，関東地震において住家全潰による死者発生率が約 60 人に 1 人
の割合であり，1891 年濃尾地震や 1948 年福井地震とほぼ同等であることがわかった。これに対








て具体的に示された。焼失率が 80%を超える地域の死者数は火災がない場合の 20～30 倍と推定













































































Midorikawa, S., 2002, Importance of damage data from destructive earthquakes for seismic microzoning, 
Damage distribution during the 1923 Kanto, Japan, earthquake, Annals of Geophysics, Vol.45, No.6, 
pp.769-778 
高浜勉・翠川三郎・新保寛・阿部進，2001，1923 年関東地震による横浜市での木造家屋の被害
分布，第 26 回地震工学研究発表会講演論文集，pp.105-108 








付表 1（1） 1923 年関東地震の住家被害データベース（東京府 1/2） 
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付表 1（2） 住家被害データベース（東京府 2/2） 
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付表 1（3） 住家被害データベース（神奈川県 1/3） 
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付表 1（4） 住家被害データベース（神奈川県 2/3） 
 
267 
付表 1（5） 住家被害データベース（神奈川県 3/3） 
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付表 1（6） 住家被害データベース（埼玉県 1/4） 
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付表 1（7） 住家被害データベース（埼玉県 2/4） 
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付表 1（8） 住家被害データベース（埼玉県 3/4） 
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付表 1（9） 住家被害データベース（埼玉県 4/4） 
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付表 1（10） 住家被害データベース（千葉県 1/3） 
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付表 1（11） 住家被害データベース（千葉県 2/3） 
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付表 1（12） 住家被害データベース（千葉県 3/3） 
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付表 1（13） 住家被害データベース（静岡県） 
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付表 1（14） 住家被害データベース（茨城県 1/2） 
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付表 1（15） 住家被害データベース（茨城県 2/2） 
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付表 1（16） 住家被害データベース（群馬県） 
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付表 1（17） 住家被害データベース（山梨県 1/2） 
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付表 1（18） 住家被害データベース（山梨県 2/2） 
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付表 1（20） 住家被害データベース（集計値） 
 
 
府　県 全潰棟数 (非焼失) (焼失) 半潰棟数 (非焼失) (焼失) 焼失棟数 流失棟数 埋没棟数 合計（半潰除く）
合計
（被害棟数）
神奈川県 63577 46621 16956 54035 43047 10988 35412 316 181 82530 125577
東京府 24469 11842 12627 29525 17231 12294 176505 0 2 188349 205580
千葉県 13767 13444 323 6093 6030 63 431 71 0 13946 19976
埼玉県 4759 4759 0 4086 4086 0 0 0 0 4759 8845
山梨県 577 577 0 2225 2225 0 0 0 0 577 2802
静岡県 2383 2309 74 6370 6214 156 5 730 1 3045 9259
茨城県 141 141 0 342 342 0 0 0 0 141 483
長野県 13 13 0 75 75 0 0 0 0 13 88
栃木県 3 3 0 1 1 0 0 0 0 3 4
群馬県 24 24 0 21 21 0 0 0 0 24 45
合　計 109713 79733 29980 102773 79272 23501 212353 1117 184 293387 372659
（うち）
東京市 12192 1458 10734 11122 1253 9869 166191 0 0 167649 168902
横浜市 15537 5332 10205 12542 4380 8162 25324 0 0 30656 35036






付表 2（1） 1923 年関東地震の死者数データベース（東京府 1/2） 
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付表 2（2） 死者数データベース（東京府 2/2） 
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付表 2（3） 死者数データベース（神奈川県 1/3） 
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付表 2（4） 死者数データベース（神奈川県 2/3） 
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付表 2（5） 死者数データベース（神奈川県 3/3） 
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付表 2（6） 死者数データベース（埼玉県 1/4） 
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付表 2（7） 死者数データベース（埼玉県 2/4） 
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付表 2（8） 死者数データベース（埼玉県 3/4） 
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付表 2（9） 死者数データベース（埼玉県 4/4） 
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付表 2（10） 死者数データベース（千葉県 1/3） 
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付表 2（11） 死者数データベース（千葉県 2/3） 
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付表 2（12） 死者数データベース（千葉県 3/3） 
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付表 2（13） 死者数データベース（静岡県） 
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付表 2（14） 死者数データベース（茨城県 1/2） 
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付表 2（15） 死者数データベース（茨城県 2/2） 
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付表 2（16） 死者数データベース（群馬県） 
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付表 2（17） 死者数データベース（山梨県 1/2） 
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付表 2（18） 死者数データベース（山梨県 2/2） 
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